


　このたび、第４次苅田町総合計画の計画期間が終了することから、町民の皆様の
参画を得つつ、令和 3（2021）年度を初年度とする「第５次苅田町総合計画」を
策定いたしました。
　この新しい総合計画の計画期間であるこれからの 10年間は、人口減少や少子高
齢化の進行、新型コロナウイルス感染症拡大防止を機とした新しい生活様式やデジ
タル化の進展、地球規模の環境問題や町民のニーズの多様化など、本町を取り巻く
社会状況は大きく変化してくことが予想されます。そのため、防災力強化や財政
健全化といった、これまで取り組んできた施策をより一層充実・強化するととも
に、SDGs の達成やカーボンニュートラルの実現に向けた取組みなど、変革の時
代の波に乗り遅れることのないように新たな施策にも取り組み、新しい将来都市
像『「一人ひとり」が輝く　「もっと」快適　住みやすいまち　苅田』の実現に向け
尽力して参りますので、町民の皆様の一層の御理解と御協力をよろしくお願い申し
上げます。
　最後になりましたが、本計画の策定にあたり、御意見、御提言を賜りました苅田
町総合計画審議会の委員の皆様をはじめ、策定に関わっていただいたすべての皆様
に心から感謝を申し上げます。

令和３（2021）年３月

苅田町長

　はじめに

遠 田  孝 一
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１.　計画の策定趣旨

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

政
策
３

総合計画の概要第 1 章

　総合計画は、地方公共団体において、さまざまな施策を総合的かつ計画的に行うためのまちづくりの基本
的な指針であり、行政運営の最上位計画です。
　法的な策定義務はなくなりましたが、本町では、次の３つの理由から総合計画を策定します。

●	未来を見据え中長期的な視野に立ち、計画的な行政経営を推進するためには、まちづくりの指針・基点・
起点となる中長期的な計画が必要となるため。

●	Plan（計画）― Do（実施）― Check（評価）― Act（改善）に基づくマネジメント（行政経営）の推
進を行う本町にあっては、全庁的に設定された政策施策のPlan（計画）が必要となるため。

●	まちづくりの目指すべき姿及びその達成度について、町民への説明責任を果たすために、「町民にわかり
やすい計画」が必要となるため。

	 また、次の基本姿勢に基づいて策定します。

（1） 指標・数値等を活用したわかりやすい計画
　まちづくりの施策分野毎の目指す姿を文章だけではなく、成果指標等の数値でも示すことにより、誰にとっ
ても、目指す姿及びその達成度がわかりやすい「成果指標等の活用による目標管理型の計画」とします。

（2） 行政経営サイクル（ＰＤＣＡサイクル）の起点となる計画
　本町では、総合計画で設定される成果指標の達成に向けて、事務事業を組み立て、事務事業の成果を評価・
検証し、その結果に基づき見直しや資源配分 (事業費・人員配置等 )を行うＰＤＣＡサイクルによるマネジメ
ントを推進しています。総合計画の成果指標は、その起点として重要な機能を果たします。

（3） 全分野を網羅した計画
　本町の最上位計画及びまちづくりの中長期的な指針として、全分野を網羅した体系的な方針（計画）策定を
行います。また、全分野の成果指標を定期的に把握し、「まちの健康診断」に活用します。

（4） 国が策定を求める全庁的な計画との整合性のとれた計画
　「まち・ひと・しごと創生総合戦略」「国土強靱化地域計画」など、国が策定を求める全庁的な計画と町の最
上位計画である総合計画の整合性を図ります。

（5） 総合計画の効果的・効率的な管理
　各種計画の進捗管理に係る職員負担軽減や町民への説明責任の観点から、総合計画と各種計画の基本単位や
成果指標等を共同化することで、効果的・効率的な進捗管理を目指します（今回は、国土強靱化地域計画と連
携した管理を行います）。

（6） 職員の目的志向・改革意識を醸成する計画づくり
　厳しい財政状況が続く中で、限られた資源を効果的に、そして効率的に配分して、必要とされる行政サービ
スを的確に行っていくためには、職員がまちづくりの方向性を把握した上で、目的志向及び改革意識をもって
業務に取り組むことが必要となります。こうしたことから、このような職員意識が醸成されるような計画づく
りを行います。

（7） 達成に向けた進捗管理の実施
　計画は策定することが目的ではなく、達成することが目的です。そのため、施策成果指標値等を定期的に把
握し、評価・見直し等の進捗管理を行います。また、進捗結果等は、町民に公開して、まちづくりの達成状況
を共有化します。

策定の基本姿勢
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２.　計画の構成と期間

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

政
策
３

　本計画は、「基本構想」と「基本計画」により構成されます。また、別冊として「実施計画」を策定します。

（1） 基本構想
	 　　　基本構想は、本町の地勢（地理的位置づけ）や発展過程等を踏まえた今後のまちづくりの普遍的な方
向性と理念を示すものです。基本構想の期間は１０年とします。

（2） 基本計画
	 　　　基本計画は、基本構想を踏まえて、政策を実現するための施策別計画を成果指標等で「見える化」し
て示すものです。計画期間は、令和 3（2021）〜令和 7（2025）年度の 5年を前期基本計画、令和８（2026）
〜令和 12（2030）年度の 5年を後期基本計画として策定します。

（3） 実施計画
	 　　　実施計画は、基本計画で定める成果指標の達成に向けた主要事業や計画期間に多額の費用を要する終
期のある事業、新規事業で構成します。

	 　計画期間は３年とし、事業進捗による見直し、法改正や町民ニーズへの迅速な対応が必要となること
を踏まえ、１年毎に見直す方式（１年ローリング方式）とします。

計画構成

基本構想

実施計画　

政策

基本事業

事務事業

施　　策

(2021～2030年度 )

(2021～2025年度 )

令和3～12年度

(1年毎に見直し )

3年

前期基本計画   令和3～ 7年度

(2026～2030年度 )
後期基本計画   令和8～ 12年度

計画期間

基本計画
（前期5年）

（後期 5年）



8

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

政
策
３

３.　総合計画の実現に向けて

行政経営サイクル（ＰＤＣＡサイクル）

（1） 行政経営サイクル（ＰＤＣＡサイクル）に基づく計画策定・進捗管理
	 　　　基本構想を実現する手段として、政策→施策→基本事業→事務事業を設定しており、これを計画（Ｐ
ｌａｎ）といいます。その計画に基づいて、予算や人員が配分され事業を実施（Ｄｏ）します。そして
事業の実施によって、施策の目指す姿が計画どおりに達成できているかを、成果指標（アウトカム指標）
というモノサシを活用して評価（Ｃｈｅｃｋ）し、その評価結果に基づく資源配分や業務を改善（Ａｃｔ）
していく一連の流れを「行政経営サイクル（ＰＤCＡサイクル）」といいます。

	 　本町では、第 4次総合計画から行政経営（行政評価）の考え方を取り入れたまちづくりを展開してい
ます。

基本
構想

（計画）

基本計画

P

（実施）Dｏ

heck

ct

lan

（改善）A

（評価）C
政策
施策

基本事業

（事務事業）
実施計画

手
段 貢

献

① 「施策」毎の目指す姿と
 その達成手段である
 基本事業や事務事業の組立て
② 「施策」「基本事業」
 「事務事業」の各階層に
 達成度を示す成果指標の設定
③ 評価結果に基づき
 改善した計画の策定

基本計画の達成に向けて
年度毎に
効果的・効率的な
事業の推進・事務の執行

基本計画に記載されている
「施策」「基本事業」の
成果指標現状値の把握、 
進捗状況の評価

評価結果に基づいた
資源配分や
事業見直し内容の決定

施策・基本事業の実現手段 
である「事務事業」の
成果指標現状値の把握、 
進捗状況の評価

施策・基本事業評価

事務事業評価
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（2） 成果指標に基づく計画策定・進捗管理・評価
	 　　　行政評価を活用したマネジメントの特徴として、成果指標（アウトカム指標）というモノサシを設定し、
総合計画や事業の達成度を町民にわかりやすく「見える化」することにあります。

	 　本総合計画においては、「施策」「基本事業」「事務事業」といった施策体系の各階層に成果指標を設
定します。

	 　基本計画の構成要素である「施策」「基本事業」には、目標値を設定し、経営計画としての機能を果
たします。

	 　総合計画策定後は、毎年度「施策」「基本事業」「事務事業」の成果指標の現状値把握を行い、それに
基づく成果動向等の評価を行います。

	 　評価結果から、施策の成果達成に向けた課題を抽出し、事務事業の見直しやスクラップ＆ビルド等の
対策を講じます。

施策体系
＜目的ー手段の設計図＞

政策

施　策
○○○○○支援の充実

基本事業
○○○○○の支援

事務事業
○○○○○事業

未来をつくる

成果指標
達成度を測る
「モノサシ」

○○○○○と感じる
町民の割合

○○○○○を
行っている
町民の割合

○○○○センター
の利用者数

基準値

80.0％

評価：

80.0％

横ばい

82.1％ 85.0％

向上

67.2％

評価：

52.8％

低下

72.6％ 74.5％

向上

6,200 人

評価：

4,800 人

低下

8,002 人

向上

評価
1年目

評価
2年目

目標
年度

基本構想の将来都市像

施
策
・
基
本
事
業
評
価

事
務
事
業
評
価
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４.　時代潮流 ( 総合計画策定にあたっての社会情勢の認識 )

人口減少社会への移行と少子高齢化の進行
	 　日本の総人口は、平成 20年をピークに減少に転じており、令和 42年の総人口は約 9,300 万人まで
減少すると国の推計では見通されています。また、総人口に占める 65 歳以上の高齢者の割合も高く、
世界的に見ても空前の速度と規模で高齢化が進行しています。

	 　未婚化・晩婚化や女性の社会進出、ライフスタイルや価値観の多様化などを背景とした少子化と健康
志向や医療技術の進歩などによる高齢化の進行が、労働力の減少や経済活力の低下をもたらす一方で、
年金や医療、介護などの社会保障費が増加し、社会経済構造へ深刻な影響を与えています。

	 　このため、安心して子どもを産み育てられる環境の充実、安定した雇用環境の確保、健康寿命の延伸
に向けた取組みや地域で支え合う仕組みの構築など、人口減少や少子高齢化の進行をできる限り緩やか
にしていくための対応が求められます。

安心・安全に対する意識の高まりと生活での実践
	 　平成 23年の東日本大震災、相次ぐ自然災害（台風、豪雨等）、令和 2年の新型コロナウイルス感染症
の世界的流行により、安心・安全に対する意識がさらに高くなっています。

	 　地震や台風、豪雨等の自然災害だけでなく、未知の感染症、食の安全、防犯、消費者問題、子どもを
取り巻く環境等、社会生活全般に対して安心・安全を確保する対策が求められています。

	 　地域の安心・安全を支える住民同士のつながりや共助の取組みに加えて、新しい生活様式の実践必要
性も高まっています。

一億総活躍社会と多様性を認める社会へ
	 　少子高齢化による人生 100 年時代を見据え、高齢者から若者まで、全ての国民に活躍の場があり、全
ての人が元気に活躍し続けられる社会、安心して暮らすことのできる一億総活躍社会の構築を国は進め
ています。その実現に向けて、雇用ルールの変更、長時間労働の是正、子育てや介護をしながらの就労
環境の整備等を目指す「働き方改革」が推進されています。

	 　また、性差別、性同一性障害等の性的マイノリティへの対応、職場や家庭でのハラスメント防止など、
多様性や人権を認める価値観での暮らし方、接し方をしていく必要があります。日本人だけでなく、留
学や技能実習等の資格で在留する外国人が地域社会において支障なく生活していける多文化共生のまち
づくりも求められています。

社会資本のあり方の見直し
	 　高度経済成長期に整備された多くの公共建築物（ハコモノ）や道路、橋梁、公園、下水道などの社会
資本（インフラを含む公共施設等）が一斉にその更新時期を迎えつつあります。

	 　今後、厳しい財政状況が続くなか多額の費用負担に対処するため、地方公共団体には人口減少等によ
り予想される将来需要の変化を考慮し、長期的な視点で計画的な維持管理を行うことが必要とされてい
ます。そのため、国は、地方公共団体に「公共施設等総合管理計画」の策定を求めています。
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情報技術による生活革新～Society5.0 ～
	 　パソコン、携帯電話、スマートフォン、ＡＩ（人工知能）、ＧＰＳ（位置情報システム）等の情報通信
技術が飛躍的に発展し、人々の生活に浸透したことにより、コミュニケーションや情報発信・取得にお
いて利便性が向上しています。

	 　それらを単に個人として利用するのではなく、仕事や学校教育、社会全体での利用促進を本格化させ、
経済発展と社会的課題の解決を両立していく人間中心の豊かな社会（Society5.0）を実現する取組みが
進められています。そのために、ビッグデータとして、公共情報の提供や民間情報との連携を進めるこ
とも必要となります。

	 　一方で、人と人とのつながりの変化、犯罪形態の変化、子どもの生活や発達への影響、年齢や環境に
よる情報量の格差など、新たな問題も生じており、行政としての対応必要性が増しています。

環境問題の深刻化と持続可能社会への取組み
	 　温暖化をはじめとして、地球規模での環境問題が深刻化しており、国レベルでの対策が求められると
ともに、各地域や個人でも、環境問題への意識を高め、地球環境に配慮した取組みを進めることが求め
られます。

	 　さらに、環境問題を包含した地球全体の持続可能性を保つために、国際連合では、17のゴール・169
のターゲットから構成されたＳＤＧ s（Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標））を
設定し、多くの国、企業、地方公共団体が取組みを開始しています。

経済再生に向けた取組みの模索
	 　日本は、経済指標的には景気が良い状態が長く持続していましたが、平成 30年後半から景気後退と
なりました。それに加え、令和２年前半からの新型コロナウイルス感染症の世界的流行で、リーマン・
ショックを凌ぐ 100 年に一度ともいわれる規模の経済悪化を迎えるに至りました。

	 　初めての緊急事態宣言の影響で、休業を余儀なくされた事業者の事業継続や再生への取組みが模索さ
れています。しかし、感染の収束が見えないなかで先行きの不透明感が否めない状況です。

	 　また、これらの経済悪化により生じた教育格差の是正、収入減世帯の生活確保や自立に向けた支援な
どの個人への対応も重要となります。

地方行政の役割の変化
	 　地方行政は、戦後の高度成長を背景として基盤整備を中心としていた時代から、心の豊かさを求める
時代となり、「人づくり」を含めたまちづくりへ、その役割が変化してきました。

	 　住民ニーズが多様化・高度化し、行政サービスへの期待はより高くなっています。また、これまで地
方分権や行政改革が進められてきましたが、今後はさらに、人口減少の克服のため、結婚や出産の希望
の実現、地域での雇用拡大等、地方創生に向けた取組みが求められています。

	 　加えて、住民の参画と住民と行政の協働による地域性を活かしたまちづくりが必要となっています。
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１.　苅田町の概況

苅田町の現状第 2 章

	 本町は、北九州市と行橋市の間に位置する人口約 3万 7千人、面積約 49.2 平方キロメートルの町です。
東は周防灘に面しており、国際貿易港・苅田港と広大な臨海工業地帯が広がっています。また苅田港沖には
北九州空港があり、苅田港、東九州自動車道苅田北九州空港インターチェンジと併せ、陸・海・空の交通結
節拠点となっています。
　一方、西にはカルスト台地である平尾台があり、青龍窟（国指定天然記念物）や広谷湿原など豊かな自然
があります。市街地には邪馬台国伝説にまつわる三角縁神獣鏡を出土した国指定の石塚山古墳や御所山古墳
をはじめとした多くの古墳や遺跡も点在しています。祭の歴史も古く、修験道の祭・等覚寺の松会（国指定
重要無形民俗文化財）は約千年、苅田山笠（県指定無形民俗文化財）は約五百年の伝統があります。
　こうした自然・文化・歴史や産業が調和し、充実した交通インフラがもたらすネットワークを活かして、人・
もの・情報・文化が交流するまちづくりを進めています。
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２.　人口・世帯

（1） 人口・世帯の推移
	 　　　人口は、平成 12年度まで増加傾向でしたが、平成 13年度から平成 18年度まで減少傾向となり、平

成 19年度から再び増加傾向となり、平成 31年度時点で 37,455 人となっています。
	 　世帯数については、核家族化や単身世帯の影響により、増加しています。
	 　地区別の人口については、平成 22年度と平成 31年度の比較では、白川地区が 10%の人口減少、苅
田地区が 5％、小波瀬地区が 3％の人口増加となっています。

	 　また、外国人が増加傾向にあることも本町の特徴となっています。

	 　■人口・世帯の推移

出典：福岡県「住民基本台帳年報」

出典：住民課「住民登録地区別世帯数人口数調査表（各年 12月末現在）」

	 　■地区別人口の推移

人口（人） 世帯（戸）

（年度）

38,000 19,000

16,000

13,000

人口

10,000

37,000
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34,000

33,000

32,000

H5 H6 H7 H8 H9 H1
0
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H1
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H1
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H1
5

H1
6

H1
7

H1
8

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9
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0
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1

世帯

苅田地区
小波瀬地区
白川地区
うち外国人

（人）
30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31
22,709

10,737

2,466

－

22,777

10,704

2,471

－

23,097

10,640

2,448

705

23,149

10,621

2,400

669

23,299

10,455

2,396

609

23,521

10,396

2,369

616

23,993

10,561

2,348

860

24,031

10,975

2,328

1,334

24,221

11,092

2,296

1,444

24,050

11,114

2,240

1,293

0 （年度）
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（2） 年齢構成の変化
	 　　　令和 2年の年齢 3区分の人口構成では、年少人口（14歳以下）は 19.3％、生産年齢人口（15～ 64
歳以下）は 56.3％、高齢人口（65歳以上）は 24.4％となっています。

	 　本町の年齢別人口構成比の特徴としては、男性は 20 ～ 49 歳までの働き盛りの方が多く、女性は 30
～ 79歳までの各年代で 1,000 人を超えています。高齢者では女性の比率が大きくなっています。

	 　■年齢３区分人口構成の推移

出典：H27以前は総務省「国勢調査」、R2は福岡県「住民基本台帳年報（令和 2年 1月 1日現在）」

※年齢不詳除く

出典：福岡県「住民基本台帳年報（令和 2年 1月 1日現在）」

	 　■年齢別人口構成

0～14歳 15～64歳 65歳以上

19.3% 24.4%56.3%

14.5% 23.9%61.6%

14.3% 21.0%64.7%

14.6% 18.9%66.5%

16.4% 15.5%68.1%

17.9% 13.0%69.1%

R2

（年）

H27

H22

H17

H12

H7

100 歳以上
95～ 99
90～ 94
85～ 89
80～ 84
75～ 79
70～ 74
65～ 69
60～ 64
55～ 59
50～ 54
45～ 49
40～ 44
35～ 39
30～ 34
25～ 29
20～ 24
15～ 19
10～ 14
5～ 9
0～ 4

1,500

( 男性 ) ( 女性 )

1,5001,000 1,000500 5000
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（3） 人口動態
	 　　　自然増減数（出生数から死亡数を引いたもの）は、緩やかに減少傾向が続き、平成 30年度以降は死

亡超過となっており、出生数より死亡数が多くなる自然減の分岐点に入った状況です。
	 　社会増減数（転入数から転出数を引いたもの）は、企業活動や宅地開発等に左右され、乱高下が激し
いですが、本町の近年の人口増加の大きな要因となっていることが特徴です。平成 29年度以降は減少
が続き、平成 31年度には転出超過となっています。

	 　■人口増減動向

	 　■出生数・死亡数

	 　■転入数・転出数

出典：福岡県「住民基本台帳年報」

出典：福岡県「住民基本台帳年報」

出典：福岡県「住民基本台帳年報」
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	 　　　自然増減に影響を与える合計特殊出生率は、平成 27年を除いて、全国、福岡県より高い状況となっ
ています。

	 　■合計特殊出生率

出典：子育て・健康課

全国
福岡県
苅田町

1.90

1.80

1.70

1.60

1.50

1.40

1.30

1.20
H21
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1.37

1.52
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1.78

H23
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1.83
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1.85
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（年）



17

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

政
策
３

（4） 転出入動向
	 　　　平成 27 年～令和元年（５ヶ年）における転出入の状況では、転出入ともに 1万人を超え、1,638 人

の転入超過となっています。1年当たりでは、平均約 2,000 人の転入や転出があります。
	 　福岡県内の移動が、転出入ともに 5割強を占めます。なお、隣接の北九州市と行橋市で全体の 3割強

を占めていることが特徴です。北九州市は転出入ともに 2,000 人を超え、全体の 2割を占めています。
行橋市は転出入ともに 1,000 人を超えています。

	 　九州域内（福岡県含む）での転出入で、全体の 7割を占めます。また、国外との転出入も７～８％を
占めていることが本町の特徴です。

	 　また、行橋市への転出が多く、純移動数が 5年間で▲ 382 人となっていることに留意が必要です。

	 　■転入・転出の状況－ 平成 27年～令和元年（累計 5ヶ年）

苅田町

2,794 人

1,272 人

1,015 人

行橋市

築上町

県内
その他

豊前市みやこ町

田川市

久留米市

大野城市

福岡市

宗像市

国外

北九州市

2,628 人

1,654 人

385人

120人1,002 人

91人

226人

98人

142人

105人

747人

109人

807人80人176人

71人

58人

27人

644人 125人

778人

2,685 人 九州以外
他県

全域（国内・国外計）
5年間の累計

　転入  12,691人

　転出  11,053人

　純移動    1,638人

2,526 人

8,991 人 九州域内
（福岡県含む）

7,749 人

出典：福岡県「福岡県人口移動調査」

  年

〔九州〕
九州

以外の
他県

国外 合計福岡県
九州計

北九州市 行橋市 福岡市 築上町 久留米市 みやこ町 田川市 豊前市 宗像市 大野城市 その他
県内計

Ｈ27－R1 
（累計5ヶ年）

転入 2,794 1,272 747 385 142 226 98 91 109 105 1,002 6,971 8,991 2,685 1,015 12,691

転出 2,628 1,654 644 120 58 176 71 80 125 27 807 6,390 7,749 2,526 778 11,053

純移動数 166 ▲ 382 103 265 84 50 27 11 ▲ 16 78 195 581 1,242 159 237 1,638

平成27年

転入 573 247 105 52 15 47 18 14 14 4 166 1,255 1,505 437 67 2,009

転出 502 287 124 24 10 28 17 12 27 5 145 1,181 1,377 457 38 1,872

純移動数 71 ▲ 40 ▲ 19 28 5 19 1 2 ▲ 13 ▲ 1 21 74 128 ▲ 20 29 137

平成28年

転入 578 256 136 39 10 54 23 14 28 27 219 1,384 1,722 585 119 2,426

転出 498 308 112 15 7 33 11 20 16 8 138 1,166 1,424 402 33 1,859

純移動数 80 ▲ 52 24 24 3 21 12 ▲ 6 12 19 81 218 298 183 86 567

平成29年

転入 565 220 185 31 36 34 21 15 27 27 170 1,331 1,745 567 288 2,600

転出 536 367 135 28 12 36 14 22 18 3 160 1,331 1,606 534 75 2,215

純移動数 29 ▲ 147 50 3 24 ▲ 2 7 ▲ 7 9 24 10 0 139 33 213 385

平成30年

転入 535 274 167 163 38 54 13 28 24 31 214 1,541 2,011 519 391 2,921

転出 539 339 118 28 11 43 14 12 28 4 156 1,292 1,567 541 260 2,368

純移動数 ▲ 4 ▲ 65 49 135 27 11 ▲ 1 16 ▲ 4 27 58 249 444 ▲ 22 131 553

令和元年

転入 543 275 154 100 43 37 23 20 16 16 233 1,460 2,008 577 150 2,735

転出 553 353 155 25 18 36 15 14 36 7 208 1,420 1,775 592 372 2,739

純移動数 ▲ 10 ▲ 78 ▲ 1 75 25 1 8 6 ▲ 20 9 25 40 233 ▲ 15 ▲ 222 ▲ 4

単位：人
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（5） 通勤・通学の状況
	 　　　平成27年における町民の15歳以上の就業者・通学者数は16,918人で、人口の約5割となっています。
	 　通勤先は、町内が5割を超えていることが、大きな特徴です。通学先は、町内が3割、県内が6割となっ
ています。県内市町村との通勤・通学の状況では、流入流出ともに関係が深い市町村は北九州市、行橋
市となっています。

	 　町内への流入・流出状況では、通勤者は 7,694 人の流入超過（本町に働きにくる町外者のほうが、町
外で働く町民より多い）となっています。主に北九州市、行橋市、みやこ町、築上町、豊前市の方が、
本町に働きに来ています。

	 　■通勤・通学の概況（平成 27年）

	 　■通勤・通学の地方公共団体別状況（平成 27年）

	 ■流出入状況（平成 27年）

出典：総務省「国勢調査」

出典：総務省「国勢調査」

苅田町

5,857 人

5,158 人

1,106 人

582人

330人
12人

90人

219人

102人

300人 103人

行橋市

築上町

豊前市
みやこ町

田川市

香春町

福岡市
大分県

山口県

神奈川県

北九州市

3,864 人

2,041 人

168人

203人

53人

60人

94人

18人

113人

170人

385人

就業・就学区分 人数
従業地
通学地
区分

内訳数
従業地
通学地
構成比

15歳以上の就業者 15,365

町内 8,570 55.8%

県内 6,216 40.4%

県外、
「不詳」含む 579 3.8%

15歳以上の通学者 1,553

町内 527 33.9%

県内 945 60.9%

県外、
「不詳」含む 81 5.2%

通勤者 通学者

町内への流入人口 14,152 786

町外への流出人口 6,458 995

流入・流出超過 7,694 ▲ 209
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出典：総務省「国勢調査」

出典：総務省「国勢調査」

出典：福岡県「市町村民経済計算」

541

6,779

8,588

35

H7
第1次産業

379

5,998

9,165

105

H12

394

5,533

9,163

224

H17

213

5,799

8,928

866

H22

205

5,831

8,988

341

H27

（人）

（年）

16,000

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

第2次産業 分類不能の産業第3次産業

（百万円）

427

480 496 487
461

497 509

445

398 378 380

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28（年度）
0

200

400

600

3.4

42.5

53.9

0.2

H7
第1次産業

2.4

38.3

58.6

0.7

H12

2.6

36.1

59.8

1.5

H17

1.3

36.7

56.5

5.5

H22

1.3

37.9

58.5

2.2
H27（年）

100%

80%

60%

40%

20%

0%

第2次産業 分類不能の産業第3次産業

３.　産業の状況

（1） 産業別就業者数の推移
	 　　　本町の就業者数が平成７年～平成 27 年の
間、15,000 人台で推移しています。

	 　平成 27 年時点の就業者の産業別割合は、
以下の通りとなっています。

	 　第 1次産業（農林水産業）が 205 人で 1.3％
を占めています。10年前の平成17年と比べ、
189 人減少しています。

	 　第２次産業（製造業等）が 5,831 人で
37.9％を占めています。10年前の平成 17年
と比べ、298 人増加しています。

	 　第３次産業（商業・サービス業等）が 8,988
人で 58.5％を占めており、就業者数が最も大
きい産業となっています。10 年前の平成 17
年と比べ、175 人減少しています。

（2） 農林水産業（第一次産業総生産高の推移）
	 　　　第一次産業総生産高は、気候の影響等の外

部要因の影響を受けやすいこともあり、年度
によりばらつきがあります。

	 　平成 24 年度の 509 百万円以降、減少傾向
が続き、直近では 380 百万円前後で横ばい傾
向になっています。

※小数点端数表示の関係で、足し上げても合計が100％になら
ない場合があります。

産業別就業者数の推移

就業者数の産業別割合の推移

第一次産業総生産高の推移
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出典：経済産業省「工業統計調査」、
　　　ただしH24及びH28は総務省「経済センサス」

出典：経済産業省「商業統計調査」、
　　　ただしH24及びH28は総務省「経済センサス」

出典：福岡県「福岡県観光入込客推計調査」

（億円）

11,716 10,910 10,757
12,134 11,534

12,786 13,128
14,776 14,120

16,122

19,101
20,049

14,169

H18H17 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29（年）
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

（億円）

636
708

771
698 718

1,072

803725754

H6 H9 H11 H14 H16 H19 H24 H26 H28（年）
0

200

400

800

600

1,000

1,200

（千人）

269
291

258 266

206
232 224

261

344 351

193 193 183185

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H27H26 H28 H29（年）
0

100

300

200

400

（3） 工業（製造品出荷額等の推移）
	 　　　製造品出荷額等は、平成 19 年以降、増加

傾向で推移しています。
	 　平成 29年の事業所数は、72事業所となっ
ています。

	 　平成 29 年の製造品出荷額等の内訳の上位
は、輸送機械が 90％超、窯業・土石 3.0％、
鉄鋼 2.0％で、圧倒的に自動車関連に依存し
ています。

（4） 商業（年間商品販売額の推移）
	 　　　年間商品販売額は、平成６年から平成 26
年にかけて約 600 ～ 800 億円の間で推移し
ています。

	 　平成 28年の卸売業・小売業の事業所数は、
355 事業所となっています。

	 　平成 28 年は、平成 26 年より 354 億円の
大幅増加となっています。卸売業で251億円、
機械器具小売業で 70 億円、飲食料品小売業
で 35億円増えたことが主たる増加要因です。

（5） 観光（観光入込客数の推移）
	 　　　平成 26 年以降、増加傾向となり、平成 28
年以降は 30万人を超えています。

	 　平成 29年と平成19年の内訳を比較すると
町内ホテル等の影響もあり、宿泊客約 20 万
人増加、県外 13万人増加となっています。

単位：千人

H19 H29 差異

日帰 258 159 ▲ 99

宿泊 0 192 192

県外 26 159 133

県内 232 192 ▲ 40

製造品出荷額等の推移

年間商品販売額の推移

観光入込客数の推移

	 　■観光入込客数の内訳



21

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

政
策
３

出典：総務省「平成 28年経済センサス‐活動調査」

特化係数・・・産業分類ごとに、全国と本町とを比較した指標のこと。1.0 を基準に、数値が大きい場合に
は、全国よりもその産業が集積している（優位性がある）と言えます。

付加価値額・・事業活動によってどれだけの新しい価値が生み出されたかを表した数値。

４.　経済構造の特徴

　本町の経済構造の特徴としては、自動車関連の製造業が、雇用と税収に多大な貢献をしています。本町で
働く 5割以上の方が製造業従事者です。また、自動車関連の一環としての運輸業の貢献も特徴です。

鉱業，採石業，砂利採取業

事業従事者数（人）

4.00

3.50

3.00

2.50

2.00

1.50

1.00

0.50

0.00
0 5,000 10,000 15,000

電気・ガス・熱供給・水道業

教育，学習支援業 
建設業

運輸業，郵便業運輸業，郵便業

製造業製造業

サービス業 (他に分類されないもの )サービス業 (他に分類されないもの )

医療，福祉医療，福祉

卸売業，小売業卸売業，小売業

金融業，保険業金融業，保険業
生活関連サービス業，娯楽業 生活関連サービス業，娯楽業 

学術研究， 専門・技術サービス業学術研究， 専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業宿泊業，飲食サービス業

不動産業，物品賃貸業不動産業，物品賃貸業

特
化
係
数

円の大きさが、付加価値額を示す円の大きさが、付加価値額を示す

事業従事者数（人） 特化係数 付加価値額

1 製造業 12,005 3.13 108,137

2 運輸業, 郵便業 3,033 1.51 15,012

3 卸売業, 小売業 2,742 0.40 14,563

4 医療, 福祉 2,192 0.64 8,464
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５.　財政の状況

（1） 歳入
	 　　　歳入（収入）は、平成 24年度以降 140 億円前後で推移しています。
	 　自主財源である町税は、この 10年は 75～ 82億円の間で推移しています。
	 　本町のこの 10年の動きとしては、地方債（町債）発行を抑制し、財政健全化に取り組んでいます。
	 　また、繰越金（前年度の事業費を繰り越した金額等）が大きく減少したことも特徴です。平成 30年
度の歳入は平成 21年度と比較して 13.3 億円減少していますが、繰越金が 18.0 億円減少した影響が大
きく、町税やその他歳入は微増となっています。

	 　■歳入の状況

出典：総務省「決算カード」

単位：億円

200

150

100

50

H21

155.2
161.7

140.7 141.9 143.6
139.1

144.5 142.8 141.9

160.0

H22

町税 地方交付税

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
0

（億円）

（年度）

繰越金 繰入金 町債 その他歳入

 
区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H30-H21

町税 79.5 77.9 79.1 78.1 75.4 77.0 74.8 76.7 82.0 81.7 2.2 

地方交付税 1.6 1.5 1.6 1.4 1.3 1.1 1.0 0.9 0.9 1.0 －0.6 

繰越金 28.2 25.5 23.6 16.7 7.2 6.6 7.2 6.3 9.0 10.2 －18.0 

繰入金 0.1 0.0 4.1 0.0 8.0 3.6 3.0 7.1 1.1 0.8 0.7 

町債 8.6 17.8 12.7 8.2 10.9 10.2 8.9 5.1 4.0 5.0 －3.6 

その他歳入 37.1 39.0 39.0 36.2 38.9 45.2 44.1 48.5 45.8 43.2 6.0 

合計 155.2 161.7 160.0 140.7 141.9 143.6 139.1 144.5 142.8 141.9 －13.3 

※	 億円単位で表示する関係で、「合計」「H30-H21」が実際の計算結果と合わない場合があります。
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（2） 歳出
	 　　　歳出（支出）は、平成 24年度以降 132 ～ 137 億円で推移しています。
	 　扶助費 ( 社会保障費など )は 10 年間で 11.1 億円増加、その他歳出は積立金が平成 28年度から大幅
に増加したため 8.6 億円増加となっています。また、過去の借金の返済にあてる公債費は、現在が償還
（返済）のピークであることから、14億円前後で推移しています。

	 　普通建設事業費は、大型事業終了等もあり、10年間でみると減少しました。

	 　■歳出の状況

単位：億円

出典：総務省「決算カード」

200

150

100

50

H21

129.7
138.1 133.4 135.3 136.4 132.8 135.6 132.6 133.7

143.2

H22

公債費（町債の元利償還金） 補助費等（一部事務組合への負担金など）

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
0

（億円）

（年度）
人件費 扶助費（社会保障費など）

普通建設事業費 その他歳出

区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H30-H21

人件費 25.3 25.6 26.3 25.7 25.6 25.5 25.1 23.4 23.3 24.0 －1.3

扶助費 (社会保障費など) 14.6 19.7 21.3 21.5 21.9 24.2 25.1 26.0 26.2 25.7 11.1

公債費 (町債の元利償還金) 12.2 13.2 12.7 13.2 13.6 14.0 14.1 14.3 14.3 13.9 1.7

補助費等 (一部事務組合への負担金など) 18.8 11.3 15.0 9.7 10.9 10.3 10.2 9.5 9.6 9.8 －9.0

普通建設事業費 18.6 28.7 24.7 21.2 22.0 20.1 17.0 9.4 10.2 11.3 －7.2

その他歳出 40.3 39.7 43.2 42.2 41.2 42.3 41.2 52.9 49.0 48.9 8.6

歳出合計 129.7 138.1 143.2 133.4 135.3 136.4 132.8 135.6 132.6 133.7 4.0

※	 億円単位で表示する関係で、「合計」「H30-H21」が実際の計算結果と合わない場合があります。
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（3） 財政指標
	 　　　財政構造の弾力性を判断する経常収支比率は、一時 100％を超えましたが、その後に財政健全化を進
め、10年前の 85％前後に回復し、類似団体平均と同程度になっています。

	 　使い道の決まっていない収入のうち借金返済に充てる金額の割合を示す公債費負担比率は、過去の借
金の返済時期のピークにあるため、10年前に比べ増加しました。その影響で、通常事業の縮減や見直し、
新規事業の抑制等が求められます。

	 　まちの借金額である町債現在高は、10年前と比べ、新たな町債発行を控えているため 25億円減少し、
107.6 億円となっています。

	 　まちの貯金額を示す財政調整基金現在高は、一時的に 20億円台まで減少しましたが、10年前の 40
億円に近い水準に回復しつつあります。

	 　財政の自立度を示す財政力指数は、10年前の 1.49 から 1.21 となり、財政的余裕がなくなっている
ことが明確に示されており、普通交付税の交付団体への移行も視野に入りつつあります。

	 　■財政指標の推移

出典：総務省「決算カード」

町債現在高（億円） 財政調整基金現在高（億円） 経常収支比率（％） 公債費負担比率（％） 財政力指数
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1.131.13

100.3100.3

138.3138.3

31.431.4
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区分 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

経常収支比率(％) 85.0 89.3 92.3 95.0 100.3 98.3 96.0 92.1 86.0 86.6 

公債費負担比率(％) 9.6 10.8 10.8 12.2 13.2 13.5 14.2 14.7 13.5 12.9 

町債現在高(億円) 132.6 139.5 141.8 139.0 138.3 136.3 132.8 124.9 115.6 107.6 

財政調整基金現在高(億円) 40.1 40.4 40.4 40.5 34.5 31.4 28.4 28.5 32.7 37.7 

財政力指数 1.49 1.34 1.27 1.16 1.13 1.11 1.12 1.12 1.16 1.21 



25

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

政
策
３

（4） 各種財政指標の類似団体比較
	 ①強み・・・・財政力指数
	 ②弱み・・・・実質公債費比率

【参考】財政健全化 4指標の推移

出典：財政課

出典：総務省「財政状況資料集」

○財政力指数
　地方公共団体の財政力を示す指数で､ 基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去 3年間の平均値です。
財政力指数が高いほど､ 普通交付税算定上の留保財源が大きいことになり､ 財源に余裕があるといえます。

○経常収支比率
　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、経常的経費（人件費、扶助費、公債費）に、地方税、普通交付税
を中心とする経常一般財源収入がどの程度充当されているかを見るものであり、比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいる
ことを表します。

○人口 1人当たり人件費・物件費等の決算額
　住民１人当たりの人件費、物件費及び維持補修費の合計額です。

○将来負担比率
　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を
基本とした額に対する比率です。地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時
点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標ともいえます。

○実質公債費比率
　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に対する比率です。通常、3年間の平均値
を使用します。18%以上だと、新たな借金をするために国や都道府県の許可が必要となり、25%以上だと借金を制限されます。

○人口千人当たり職員数
　人口千人当たりの地方公共団体の職員数であり、一般的に数値が小さいほど効率的な行政経営がされているといえます。

○ラスパイレス指数
　地方公務員の給与水準を表すもので、国家公務員行政職（一）職員の俸給を 100 とした場合の地方公務員一般行政職職員の給
与の水準を指します。

○実質赤字比率
　一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率です。実質赤字額がないため「一」で表示しています。

○連結実質赤字比率
　公営企業会計を含めた全会計を対象とした実質赤字額及び資金の不足額の標準財政規模に対する比率です。連結実質赤字額が
ないため「一」で表示しています。

用語解説

平成30年度 単位
類似団体内
順位

（49団体）
苅田町 類似団体

平均
福岡県
平均

財政力指数 3位 1.21 0.70 0.54 

経常収支比率 ％ 20位 86.6 87.9 94.3 

人口１人当たり人件費・物件費等決算額 円 31位 132,434 131,292 134,691 

将来負担比率 ％ 39位 62.5 11.4 73.4 

実質公債費比率 ％ 42位 11.2 6.7 8.6 

人口千人当たり職員数 人 14位 6.72 7.51 8.06 

ラスパイレス指数 47位 100.5 97.1 96.3 

調査年 実質公債費比率 将来負担比率 実質赤字比率 連結実質赤字比率

平成21年度 9.9 86.7 － －

平成22年度 10.0 99.4 － －

平成23年度 9.8 106.3 － －

平成24年度 10.2 106.2 － －

平成25年度 10.5 110.4 － －

平成26年度 10.6 122.3 － －

平成27年度 10.7 120.7 － －

平成28年度 11.4 105.2 － －

平成29年度 11.5 83.6 － －

平成30年度 11.2 62.5 － －

早期健全化レベル
（苅田町）

25.0以上
（25.0以上）

350.0以上
（350.0以上）

11.25～15.00
（13.44以上）

16.25～20.00
（18.44以上）

財政再生レベル 35.0以上 20.00以上 30.00以上

単位：％
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６.　町民意識

（1） 苅田町の住みやすさ
	 　　　本町を「住みやすい」「まあ住みやすい」と考えている町民の割合は 81.1%となっています。一方、「や
や住みにくい」「住みにくい」と考えている町民の割合は、14.5％となっています。

	 　概ね８割強の町民が住みやすいとしています。

	 　■住みやすさ [単数回答 ] (R1 年 n=1086)

	 　■住みやすさ（性別、年代別）[単数回答 ] (R1 年 n=1086)

住みやすい
31.4％
住みやすい
31.4％

まあ住みやすい
49.7％

まあ住みやすい
49.7％

やや住みにくい
11.3％

やや住みにくい
11.3％

住みにくい
3.2％

住みにくい
3.2％

無回答
4.3％
無回答
4.3％

住みやすい住みやすい

31.431.4 49.749.7 11.311.3 3.23.2 4.34.3

29.429.4 51.251.2 11.911.9 3.13.1 4.44.4

34.234.2 48.248.2 10.510.5 3.43.43.73.7

30.530.5 50.650.6 15.215.2 3.03.0
0.60.6

30.930.9 55.255.2 8.58.5 1.81.8
3.63.6

27.927.9 55.955.9 8.88.8 2.92.9 4.44.4

30.730.7 47.447.4 15.815.8 3.53.52.62.6

25.925.9 46.446.4 14.314.3 6.36.3 7.17.1

32.832.8 47.447.4 6.96.9 4.34.3 8.68.6

41.041.0 41.641.6 8.78.7 2.92.9 5.85.8

26.426.4 57.157.1 14.314.3 2.22.2
0.00.0

まあ住みやすいまあ住みやすい やや住みにくいやや住みにくい 住みにくい住みにくい 無回答無回答凡例

性別

0 20 40 60 80 100（％）

年齢

全体(n=1086)

男性(n=615)

女性(n=465)

20～29歳(n=91)

30～39歳(n=164)

40～49歳(n=165)

50～59歳(n=136)

60～64歳(n=114)

65～69歳(n=112)

70～74歳(n=116)

75歳以上(n=173)

出典：苅田町まちづくり町民アンケート報告書

出典：苅田町まちづくり町民アンケート報告書
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（2） 苅田町への定住意向
	 　　　令和元年の定住意向では、「住み続けたい」「どちらかといえば住み続けたい」と考えている町民の割
合は 85.7％となり、「どちらかといえば住み続けたくない」「住み続けたくない」と考えている町民の
割合は 12.1%となっています。

　　［定住意向／経年比較］
	 　　　平成 21 年、平成 27年調査の結果と比べると、「住み続けたい」という意向は徐々に減少傾向にあるが、
「住み続けたい」「どちらかといえば住み続けたい」は平成 21年に 90.5％、平成 27年に 82.0％、令和
元年は 85.7％と多少の増減はあるものの、概ね町民は肯定的な評価をしています。

	 　■定住意向 [単数回答 ] (R1 年 n=1086、H27年 n=894、H21年 n=1125)

	 　■定住意向 [単数回答 ] （性別、年代別） (R1 年 n=1086)

住み続けたい住み続けたい

43.043.0 42.742.7 10.110.1 2.02.0
2.12.1

43.243.2 38.838.8 9.49.4 2.72.7 5.95.9

52.952.9 37.637.6 7.17.1 1.61.6
0.80.8

どちらかといえば
住み続けたい
どちらかといえば
住み続けたい

どちらかといえば
住み続けたくない
どちらかといえば
住み続けたくない 住み続けたくない住み続けたくない 無回答無回答凡例

0 20 40 60 80 100

R1年(n=1086)

H27年(n= 894)

H21年(n=1125)

（％）

住み続けたい住み続けたい

43.043.0 42.742.7 10.110.1 2.02.0
2.12.1

42.942.9 43.743.7 9.69.6 2.82.8
1.01.0

43.443.4 41.741.7 10.810.8 1.11.1
3.03.0

27.527.5 53.853.8 15.415.4 1.11.1
2.22.2

39.639.6 48.248.2 9.19.1 3.03.0
0.00.0

35.335.3 47.847.8 13.213.2 2.92.9
0.70.7

36.836.8 41.241.2 15.815.8 1.81.8
4.44.4

42.042.0 40.240.2 16.116.1 1.81.8
0.00.0

51.751.7 38.838.8 5.25.2 1.71.7
2.62.6

56.656.6 31.831.8 5.25.2 2.32.3
4.04.0

46.746.7 44.844.8 6.16.1 1.21.2
1.21.2

どちらかといえば
住み続けたい

どちらかといえば
住み続けたい

どちらかといえば
住み続けたくない
どちらかといえば
住み続けたくない 住み続けたくない住み続けたくない 無回答無回答凡例

性別

0 20 40 60 80 100

年齢

全体(n=1086)

男性(n=615)

女性(n=465)

20～29歳(n=91)

30～39歳(n=164)

40～49歳(n=165)

50～59歳(n=136)

60～64歳(n=114)

65～69歳(n=112)

70～74歳(n=116)

75歳以上(n=173)

（％）

出典：苅田町まちづくり町民アンケート報告書

出典：苅田町まちづくり町民アンケート報告書
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（3） 苅田町の強みと弱み
	 　　　本町の強みは、「海・山・川などの自然環境」42.1％、「資源化・リサイクル対策」27.0％、「交通の便」
21.9％、「買い物や外食の利便性」21.3％、「医療・福祉施設やサービスの充実度」21.1％が上位５項
目となっています。

	 　本町の弱みは、「買い物や外食の利便性」32.8％、「交通の便」30.2％、「道路や公園などの都市基盤整備」
19.9％、「公共施設の整備」18.0％ 、「医療・福祉施設やサービスの充実度」14.4％が上位５項目となっ
ています。

	 　「交通の便」は強みの３位であり弱みの２位となっています。また、「買い物や外食の利便性」は強み
の４位、弱みの１位となっています。

	 　「医療・福祉施設やサービスの充実度」は強み弱みともに５位に挙げられています。これらの３項目は、
町民の意見が分かれる項目となっています。

	 　■苅田町の強みと弱み [３つまで回答 ] (R1 年 n=1086)

6.06.0
42.142.1

6.16.1

30.230.2

32.832.8

27.027.0

21.921.9

21.321.3

21.121.1

15.915.9
13.413.4

11.411.4
19.919.9

11.311.3
6.46.4

9.99.9
13.213.2

13.313.3

8.78.7
7.27.2

8.58.5
18.018.0

6.66.6
10.210.2

3.63.6
3.33.3

1.31.3
7.97.9

7.77.7
11.011.0

9.69.6

14.414.4

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45（％）

海・山・川などの自然環境

資源化・リサイクル対策

交通の便

買い物や外食の利便性

医療・福祉施設やサービスの充実度

気候や景観、水などの住環境

道路や公園などの都市基盤整備

史跡や文化財の継承

地域での人間関係

治安や子どもたちの安全性

子育て支援サービスの充実度

公共施設の整備

強み（n=1086）

弱み（n=1086）

子どもの教育内容や教育環境

消防・防災体制の整備

NPOなどの町民活動

その他

出典：苅田町まちづくり町民アンケート報告書
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（4） 苅田町の住みやすい理由、住みにくい理由

	 　［住みやすい理由］
	 　　　「住みやすい」「まあ住みやすい」と回答した方の住みやすい理由の上位項目は、「自然災害（台風、
地震など）が少ない」が 57.4％と最も高く、「日常の買い物がしやすい」が 33.1％、「自然環境が豊か
である」が 24.7％、「勤務地や学校に近い」が 24.6％となっています。

	 　■住みやすい理由 [３つまで回答 ] (R1 年 n=881)

57.457.4

33.133.1

24.724.7

24.624.6

19.519.5

19.219.2

15.915.9

14.514.5

14.014.0

12.112.1

8.78.7

8.48.4

7.47.4

6.96.9

5.05.0

4.24.2

3.03.0

1.41.4

4.14.1

0 10 20 30 40 50 60 70（％）

自然災害（台風、地震など）が少ない

日常の買い物がしやすい

自然環境が豊かである

勤務地や学校に近い

親や子どもの家に近い

治安がよい（安全である）

病院など医療施設が充実している

電車・バスの利便性がよい

友人や知人がいる

道路環境がよい

規模や価格など住宅事情がよい

地域の人間関係がよい

子育て支援が充実している

暮らしに関する施設が整っている

福祉環境が充実している

消防・防災体制がよい

全体（n=881）

文化・スポーツ・娯楽施設が整っている

教育環境が整っている

その他

出典：苅田町まちづくり町民アンケート報告書
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	 　［住みにくい理由］
	 　　　「住みにくい」「やや住みにくい」と回答した方の住みにくい理由の上位項目は、「電車・バスの利便
性がわるい」が 60.1％と最も高く、「日常の買い物がしにくい」が 51.3％となっており、この 2項目
が 50％を超えています。

	 　続いて、「文化・スポーツ・娯楽施設が整っていない」、「暮らしに関する施設が整っていない」が
20％台となっています。

	 　■住みにくい理由 [３つまで回答 ] (R1 年 n=158)

60.160.1

51.351.3

27.227.2

20.320.3

19.019.0

17.117.1

15.815.8

15.815.8

12.712.7

10.110.1

10.110.1

9.59.5

7.07.0

7.07.0

6.36.3

2.52.5

1.91.9

1.91.9

17.717.7

0 10 20 30 40 50 60 70（％）

電車・バスの利便性がわるい

日常の買い物がしにくい

文化・スポーツ・娯楽施設が整っていない

暮らしに関する施設が整っていない

治安がわるい（安全とはいえない）

地域の人間関係がわるい・面倒

道路環境がわるい

病院など医療施設が充実していない

自然環境がわるい

規模や価格など住宅事情がわるい

勤務地や学校から遠い

福祉環境が充実していない

教育環境が整っていない

友人や知人がいない

子育て支援が充実していない

親や子どもの家から遠い

自然災害（台風、地震など）が多い

消防・防災体制がわるい

その他

全体（n=158）

出典：苅田町まちづくり町民アンケート報告書
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（5） 施策別の満足度・重要度
	 　　　第４次苅田町総合計画後期基本計画の施策に対する満足度、重要度の分布は下図のとおりです。

	 　［満足度別にみる施策の傾向］
	 　　　満足度が最も高い施策分野は「2-2　工業の振興」（3.35）となり、これは周防灘に面した埋立地に多

くの工場が立地しており、県内有数の臨海工業都市であることから高い満足度となっています。次いで
「4-4　循環型社会の形成」(3.26) が続きます。

	 　一方、最も満足度が低い施策分野は「2-3　商業の振興」（2.40）となり、次いで「2-4　観光の振興」
（2.50）、「5-2　効果的・効率的な行財政運営の推進」（2.77）となっています。

	 　［重要度別にみる施策の傾向］
	 　　　全ての施策において、重要度スコアが中間点の３点を超えています。そのなかでも「2-3　商業の振興」
（4.12）が最も高く、続いて「1-1　学校教育の充実」（3.94）と「3-1　子ども・子育て支援の充実」（3.92）
となっています。このことから商店街の活性化、大型商業施設の誘致とともに、学校教育や子育て支援
を重要視していることがうかがえます。

	 　■政策・施策別　満足度・重要度スコア [単数回答 ] (R1 年 n=1086)

2-3　商業の振興2-3　商業の振興

2-4　観光の振興2-4　観光の振興

2-1　農林水産業の振興2-1　農林水産業の振興

4-3　自然環境の保全4-3　自然環境の保全 3-5　健康づくりの推進3-5　健康づくりの推進 2-2　工業の振興2-2　工業の振興

2-5　交通物流基盤の充実2-5　交通物流基盤の充実 3-4　地域福祉の充実3-4　地域福祉の充実 4-4　循環型社会の形成4-4　循環型社会の形成

1-2　生涯学習の充実と文化の振興1-2　生涯学習の充実と文化の振興3-3　障がい者福祉の充実3-3　障がい者福祉の充実
3-2　高齢者福祉の充実3-2　高齢者福祉の充実

3-7　防災、防火対策の充実3-7　防災、防火対策の充実
3-1　子ども・子育て支援の充実3-1　子ども・子育て支援の充実

1-1　学校教育の充実1-1　学校教育の充実
4-2　生活環境の整備4-2　生活環境の整備

3-6　地域安全活動の推進3-6　地域安全活動の推進

4-1　都市基盤の充実4-1　都市基盤の充実

5-1　協働によるまちづくりの推進5-1　協働によるまちづくりの推進

1-3　人権尊重・男女共同
 参画社会の形成
1-3　人権尊重・男女共同
 参画社会の形成

5-2　効果的・効率的な
 行財政運営の推進
5-2　効果的・効率的な
 行財政運営の推進

全体（ n ＝ 1086）全体（ n ＝ 1086）
4.34.3

4.24.2

4.14.1

4.04.0

3.93.9

3.83.8

3.73.7

3.63.6

3.53.5

3.43.4

3.33.3
2.22.2 2.32.3 2.42.4 2.52.5 2.62.6 2.72.7 2.82.8

満足度スコア満足度スコア

：1　未来を拓く人づくり：1　未来を拓く人づくり●●

●●

●●

●●

：2　活力ある産業のまちづくり：2　活力ある産業のまちづくり■■

■■

■■

■■

■■

■■

：4　快適で潤いのある環境づくり：4　快適で潤いのある環境づくり▲▲

▲▲ ▲▲

▲▲ ▲▲

：5　協働と自立のまちづくり：5　協働と自立のまちづくり◆◆

◆◆

◆◆

：3　安心して安全に暮らせるまちづくり：3　安心して安全に暮らせるまちづくり

2.92.9 3.03.0 3.13.1 3.23.2 3.33.3 3.43.4 3.53.5

重
要
度
ス
コ
ア

出典：苅田町まちづくり町民アンケート報告書
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	 　［過去 10年間の施策の傾向推移］
	 　　　満足度は、過去 10年間の推移をみても「2-2  工業の振興」がトップです。また、平成 21年から平

成 27年で大きく伸びたのは「1-1　学校教育の充実」です。（ただし、平成 21年は施策項目の表記が
異なります）。平成 27年から令和元年で大きく伸びたのは「4-4　循環型社会の形成」です。

	 　■政策・施策別の満足度スコア（経年比較）
	 　　(H21 年 n=712、H27年 n=894、R1年 n=1086)

H21年 H27年 R1年

1 1-3 工業の振興 3.40 1 2-2 工業の振興 3.41 1 2-2 工業の振興 3.35

2 4-4 循環型社会の形成 3.26

3 1-1 学校教育の充実 3.10

4 3-5 健康づくりの推進 3.07

4 3-1 子ども・子育て支援の 充実 3.07

6 1-2 生涯学習の充実と文化の 振興 3.01

9 1-3 人権尊重・男女共同参画 社会の形成 2.98

9 5-1 協働によるまちづくりの 推進 2.98

19 5-2 効果的・効率的な行財政 運営の推進 2.77

6 3-7 防災、防火対策の充実 3.01

8 4-3 自然環境の保全 2.99

11 4-2 生活環境の整備 2.97

12 3-4 地域福祉の充実 2.96

12 3-2 高齢者福祉の充実 2.96

14 3-6 地域安全活動の推進 2.93

15 2-1 農林水産業の振興 2.89

15 3-3 障がい者福祉の充実 2.89

17 2-5 交通物流基盤の充実 2.88

18 4-1 都市基盤の充実 2.86

20 2-4 観光の振興 2.50

21 2-3 商業の振興 2.40

2 3-5 健康づくりの推進 3.11

4 1-1 学校教育の充実 3.06

7 3-4 地域福祉の充実 3.00

7 4-3 自然環境の保全 3.00

9 2-5 交通物流基盤の充実 2.98

10 3-7 防災、防火対策の充実 2.97

10 3-6 地域安全活動の推進 2.97

12 3-3 障がい者福祉の充実 2.96

13 3-2 高齢者福祉の充実 2.94

15 2-1 農林水産業の振興 2.90

15 4-4 循環型社会の形成 2.90

17 4-1 都市基盤の充実 2.88

18 4-2 生活環境の整備 2.87

19 2-3 商業の振興 2.62

21 2-4 観光の振興 2.57

14 5-1 協働によるまちづくりの 推進 2.93

20 5-2 効果的・効率的な行財政 運営の推進 2.61

5 1-3 人権尊重・男女共同参画 社会の形成 3.01

5 1-2 生涯学習の充実と文化の 振興 3.01

3 3-1 子ども・子育て支援の 充実 3.07

2 1-1 空・陸・海を活かした 基盤整備 3.30

3 6-5 健康づくりの充実 3.08

4 3-3 スポーツの振興 2.99

5 3-2 生涯学習社会の実現 2.97

5 6-1 次世代育成支援 2.97

7 3-4 文化の振興 2.96

10 6-4 地域福祉の推進 2.93

10 7-4 国際交流の推進 2.93

14 7-1 住民参画の充実 2.92

14 7-5 地域間交流の推進 2.92

16 3-1 教育の充実 2.90

16 6-3 障害者福祉の推進 2.90

18 1-2 農林水産業の振興 2.86

18 2-1 自然環境の保全と共生 2.86

20 2-2 循環型社会の形成 2.84

21 6-2 高齢者保健福祉の充実 2.82

22 8-1 効率的な行財政運営の 推進 2.75

24 4-2 快適な生活環境の整備 2.54

25 1-5 観光基盤の整備・育成 2.49

26 1-4 商業の活性化 2.29

23 4-1 計画的な市街地整備 2.58

10 5-1 地域安全活動の推進 2.93

10 5-2 地域防災･防火対策の 推進 2.93

7 7-3 男女共同参画社会の 形成 2.96

9 7-2 協働による地域活動の 推進 2.95

出典：苅田町まちづくり町民アンケート報告書
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	 　　　重要度では、「2-3　商業の振興」が、平成 21年に１位（4.08）、平成 27年に２位（3.88）、令和元
年に１位（4.12）と高位を維持しています。（ただし、平成 21年は施策項目の表記が異なります。）

	 　■政策・施策別の重要度スコア（経年比較） 
	 　　(H21 年 n=712、H27年 n=894、R1年 n=1086)
H21年 H27年 R1年

1 4-2 快適な生活環境の整備 4.08

1 5-2 効果的・効率的な行財政 運営の推進 3.93 1 2-3 商業の振興 4.12

2 1-1 学校教育の充実 3.94

3 3-1 子ども・子育て支援の 充実 3.92

5 4-1 都市基盤の充実 3.87

4 3-6 地域安全活動の推進 3.89

6 4-2 生活環境の整備 3.86

8 5-2 効果的・効率的な行財政 運営の推進 3.81

10 3-3 障がい者福祉の充実 3.79

19 2-1 農林水産業の振興 3.53

6 3-7 防災、防火対策の充実 3.86

8 3-2 高齢者福祉の充実 3.81

11 1-2 生涯学習の充実と文化の 振興 3.75

12 2-5 交通物流基盤の充実 3.74

13 3-4 地域福祉の充実 3.71

14 4-4 循環型社会の形成 3.68

15 2-2 工業の振興 3.67

16 4-3 自然環境の保全 3.66

16 3-5 健康づくりの推進 3.66

18 2-4 観光の振興 3.64

20 1-3 人権尊重・男女共同参画 社会の形成 3.49

21 5-1 協働によるまちづくりの 推進 3.48

2 2-3 商業の振興 3.88

4 3-2 高齢者福祉の充実 3.83

7 3-7 防災、防火対策の充実 3.73

8 4-1 都市基盤の充実 3.72

9 3-6 地域安全活動の推進 3.71

10 3-3 障がい者福祉の充実 3.70

11 3-4 地域福祉の充実 3.65

12 2-4 観光の振興 3.64

13 2-5 交通物流基盤の充実 3.63

15 1-2 生涯学習の充実と文化の 振興 3.55

16 4-3 自然環境の保全 3.54

17 5-1 協働によるまちづくりの 推進 3.53

17 2-2 工業の振興 3.53

17 4-4 循環型社会の形成 3.53

21 1-3 人権尊重・男女共同参画 社会の形成 3.37

14 3-5 健康づくりの推進 3.59

20 2-1 農林水産業の振興 3.46

4 3-1 子ども・子育て支援の 充実 3.83

6 4-2 生活環境の整備 3.82

3 1-1 学校教育の充実 3.85

1 1-4 商業の活性化 4.08

3 6-2 高齢者保健福祉の充実 4.03

4 3-1 教育の充実 3.91

5 6-1 次世代育成支援 3.90

6 8-1 効率的な行財政運営の 推進 3.87

7 4-1 計画的な市街地整備 3.83

10 5-2 地域防災･防火対策の 推進 3.76

13 6-5 健康づくりの充実 3.68

14 3-2 生涯学習社会の実現 3.63

15 2-2 循環型社会の形成 3.61

16 1-1 空・陸・海を活かした 基盤整備 3.59

17 3-4 文化の振興 3.54

17 1-3 工業の振興 3.54

17 1-2 農林水産業の振興 3.54

17 1-5 観光基盤の整備・育成 3.54

21 3-3 スポーツの振興 3.51

22 7-1 住民参画の充実 3.43

24 7-5 地域間交流の推進 3.39

25 7-3 男女共同参画社会の 形成 3.33

26 7-4 国際交流の推進 3.31

23 7-2 協働による地域活動の 推進 3.40

11 6-4 地域福祉の推進 3.74

11 2-1 自然環境の保全と共生 3.74

8 5-1 地域安全活動の推進 3.82

9 6-3 障害者福祉の推進 3.79

出典：苅田町まちづくり町民アンケート報告書

「町民意識」に係るグラフ及び表の合計値について
（１）	 各グラフ及び表の内訳に記載された数値を足しあげた場合に、100％にならない場合や合計値と異なる場合があります。こ

れは、小数点の端数表示処理によるものです。小数点第 5位等まで表示すれば、100％になることもありますが、読みづら
くなるため、小数点第 1位または第 2位にとどめた表記にしています。

（２）	 性別や年齢の属性が未回答の場合は、表や図に記載していません。そのため、全体の標本数（n数）と性別や年齢の標本数
の合計が合わない場合があります。
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１.　まちづくりの基本理念

２.　将来都市像

　第５次苅田町総合計画の計画期間である今後 10年間の「まちづくりの基本理念」として、次の３つを定

めます。

　町民の８割が住みやすさを実感しており、現状でも一定程度「住みやすいまち」といえるところであるた

め、その点を町外の方に向けてアピールして転入促進を狙うとともに、「もっと快適」「もっと住みやすいま

ち」になることを目指します。

　そうすることで、町、住民、企業、学生、障がいのある人、高齢者、外国人、各団体など、本町に関わる

「一人ひとり」が個性を活かし、元気・健康・いきいきとした「輝く」存在となることを目的として、「将来

都市像」を定めます。

　基本構想は、本町の今後のまちづくりの普遍的な方向性と理念を示すものです。このため、本町の地勢や

環境、これまでのまちづくりの経過を踏まえたうえで、「まちづくりの基本理念」を定め、その内容を包含

した「将来都市像」を設定します。

	⑴	 産業都市としての発展を基軸としながらも、先人から受け継
いだ貴重な歴史、伝統・文化、自然などを継承し、誰もが安
心して、心豊かに暮らせるまちづくりを進めます。

	⑵	 多様な課題に対応するため、みんなで力を合わせて、次世代
にも継承していける持続可能なまちづくりを進めます。

	⑶	「苅田らしさ」を創造し、苅田町に関わる様々な主体にとって、
魅力があり住みやすく感じられるまちづくりを進めます。

「一人ひとり」が輝く

「もっと」快適　住みやすいまち　苅田



37

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

政
策
３

３.　人口推計

　　雇用拡大継続シナリオ・・・製造業の雇用拡大数を、過去 10年間と同程度として推計
　　雇用拡大 1/3 シナリオ・・・製造業の雇用拡大数を、過去 10年間の 1/3 として推計

（国が平成 30年に推計した本町の令和 12年人口は、30,524 人）

　第５次苅田町総合計画期間である今後 10年間の行政需要を予測し、行政経営の指針として活用すること

を目的に以下のとおり推計します。

　北九州空港開港以降、工業団地での企業誘致や業容拡大により、平成 22 年～平成 31
年で雇用者数が大幅に増加し、苅田町の人口増加に大きく貢献しました。
　しかし、今後の町内の自動車関連産業の雇用拡大を、平成 22 年～平成 31年のペース
を前提にすることは、経営としては楽観すぎる可能性があります。
　そこで、「今後も過去10 年のような製造業の雇用拡大が続くシナリオ」と「今後は製造
業の雇用拡大が過去10 年間の1/3 となるシナリオ」の間での人口推移を想定したまちづ
くりを進めていきます。

35,010～39,801人 を想定

　■人口推計にあたって考慮すべき事項とそれを踏まえた人口推計の考え方

　■令和 12年の人口推計

（人）

（年）

42,000

40,000

38,000

36,000

34,000

32,000

30,000

37,404 37,666 37,927 38,189 38,451 38,712 38,930 39,148 39,366 39,584 39,801

          36,900

37,404 37,177 36,951 36,724 36,497 36,270 36,018 35,766 35,514 35,262 35,010

     32,091     30,524

 令和 2 令和 3 令和 4 令和 5 令和 6 令和 7 令和 8 令和 9 令和 10 令和 11 令和 12

雇用拡大継続シナリオ

都市計画マスタープラン

雇用拡大 1/3 シナリオ

参考（国の推計）

令
和 

　年
の
想
定
人
口
域

12
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１.　前期基本計画の構成

　１ 未来を拓く人づくり

　２ 活力ある産業のまちづくり

　５ 快適な都市機能があるまちづくり

　６ 持続可能なまちづくり

　３ だれもが元気で健やかに暮らせるまちづくり

　４ 安全で暮らしやすい環境があるまちづくり

前期基本計画の概要第 1 章

　将来都市像である「一人ひとり」が輝く　「もっと」快適　住みやすいまち　苅田の実
現を目指し、６つの政策と 23の施策を設定した前期基本計画を定めます。

	 ⑴ 学校教育の充実
	 ⑵ 生涯学習の充実と文化の振興
	 ⑶ 人権尊重・男女共同参画社会の形成

	 ⑴ 農林水産業の振興
	 ⑵ 工業の振興
	 ⑶ 商業・観光の振興

	 ⑴ 道路・橋梁の整備と保全
	 ⑵ 持続可能な市街地の形成
	 ⑶ 水道水の安定供給と汚水処理の推進

	 ⑴ 持続可能な行政運営の推進
	 ⑵ 健全な財政運営の推進
	 ⑶ 町民から信頼される職員と職場づくり

	 ⑴ 子ども・子育て支援の充実
	 ⑵ 高齢者福祉の充実
	 ⑶ 障がい福祉の充実
	 ⑷ 地域福祉の充実とセーフティネットの推進
	 ⑸ 健康づくりの推進

	 ⑴ くらしの安全の確保
	 ⑵ 自然環境・生活環境の保全
	 ⑶ 循環型社会の形成
	 ⑷ 地域活動・町民活動の推進
	 ⑸ 防災・減災対策の推進
	 ⑹ 消防・救急・救助対策の推進
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２.　総合計画と各種計画との関連性

（1） 経営計画としての総合計画
	 　　　本町では総合計画を、全施策の目指す姿を網羅した最上位計画として位置づけるとともに、「苅田町
の経営計画」として、【政策推進】、【行政改革（行政経営）】、【健全財政】の３側面を包含した計画とし
ています。

（2） 地方創生、国土強靱化の全庁的計画と連携した総合計画
	 　　　人口減少と東京一極集中の克服を図るため、まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立を目指す「まち・
ひと・しごと創生総合戦略（以下「地方創生総合戦略」という。）」及び災害による人的・物的被害の未
然防止や減災を目指す「国土強靱化地域計画」は、国から全市町村に策定が求められています。この２
つの計画は、総合計画と担う範囲が重複するとともに、全庁的な政策推進や事業計画にも大きく影響す
るものです。

	 　そこで、整合・調和のとれた策定及び推進により限られた資源の有効活用を図ります。また、各計画
の進捗管理や町民への説明においても、総合計画の成果指標を活用し、わかりやすく報告するとともに、
進捗管理や町民への説明に係る業務の効率化を図ります。

	 　なお、総合計画の施策体系と「地方創生総合戦略」、「国土強靱化地域計画」の関連性は次のとおりです。

政策名 施策名 基本事業名 地方
創生

国土
強靭化

1 未来を拓く人
づくり

1 学校教育の充実

1 確かな学力の向上とたくましい心身の育成 ●
2 ＩＣＴ活用教育による学びの質の向上
3 教育環境の整備 ●
4 学校・家庭・地域の連携と協働 ●
5 多様性を踏まえた教育の実践

2 生涯学習の充実と文化の振興

1 学習機会の充実 ● ●
2 生涯スポーツの推進 ●
3 図書館サービスの充実
4 文化財の保護と活用 ● ●

3 人権尊重・男女共同参画社会の形成
1 人権教育・人権啓発の推進
2 人権擁護の推進
3 男女共同参画の推進 ●

2 活力ある産業の
まちづくり

1 農林水産業の振興

1 多様な担い手で支える営農体制の確立 ●
2 農業基盤の整備・保全 ● ●
3 森林の維持
4 漁業経営の安定化

2 工業の振興
1 立地及び事業環境の整備 ● ●
2 企業立地の促進 ●
3 事業所の総合的な支援 ● ●

3 商業・観光の振興 1 商業の活性化 ●
2 町内の観光資源による愛着づくりとにぎわい創出 ●

3
だれもが元気で健
やかに暮らせるま
ちづくり

1 子ども・子育て支援の充実

1 子育て不安の軽減 ●
2 保育サービスの充実 ● ●
3 放課後の居場所づくり（児童） ●
4 母子保健の推進 ●
5 児童発達の支援 ●
6 子どもの人権尊重 ●

2 高齢者福祉の充実

1 生きがいづくりと介護予防の推進 ●
2 日常生活支援の充実 ●
3 地域ぐるみの認知症対策の推進 ●
4 介護保険サービスの適正運営 ●
5 高齢者の人権尊重

3 障がい福祉の充実

1 自立支援の推進 ●
2 地域生活支援の推進 ● ●
3 社会参加の促進と就労支援
4 障がいのある人の人権尊重

4 地域福祉の充実とセーフティネットの
推進

1 見守り活動・相談体制の充実 ●
2 町民同士の支え合いの促進 ● ●
3 町営住宅の整備 ●

5 健康づくりの推進

1 生活習慣の改善 ●
2 早期発見・早期治療の推進 ●
3 こころの健康づくり ●
4 地域医療体制の充実 ● ●

■ 施策体系一覧と各種全庁的計画との関連性
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政策名 施策名 基本事業名 地方
創生

国土
強靭化

4
安全で暮らしやす
い環境があるまち
づくり

1 くらしの安全の確保

1 交通安全対策の推進 ● ●
2 防犯対策の推進 ●
3 青少年犯罪の抑制 ●
4 消費生活の安全 ●

2 自然環境・生活環境の保全
1 自然環境の保全
2 生活衛生・公害の防止
3 再生可能エネルギーの利用

3 循環型社会の形成
1 ごみの排出抑制の推進
2 リサイクルの推進
3 ごみの適正な処理 ●

4 地域活動・町民活動の推進

1 自治会活動の活性化 ● ●
2 町民活動の活性化 ●
3 産学官連携の推進 ●
4 国際化・多文化共生の基盤づくり ● ●

5 防災・減災対策の推進

1 防災意識の高揚 ● ●
2 地域防災力の向上 ● ●
3 防災・災害情報の提供 ● ●
4 災害時支援力・対応力の向上 ● ●
5 浸水対策の推進 ● ●
6 津波対策の推進 ● ●

6 消防・救急・救助対策の推進

1 防火意識の高揚と予防対策の推進 ●
2 消防団活動の充実 ● ●
3 救急救命体制の整備 ●
4 資機材等の適正な維持管理 ●

5 快 適な都 市 機 能
があるまちづくり

1 道路・橋梁の整備と保全 1 道路の整備促進 ● ●
2 道路・橋梁の適切な維持管理 ● ●

2 持続可能な市街地の形成

1 地域の特性を踏まえた適切な土地利用の推進 ●
2 駅周辺の整備 ● ●
3 公共交通の利便性向上 ●
4 魅力ある景観の保全・創出 ●
5 公園・緑地の整備と管理 ● ●
6 災害に強い土地・家屋の利用推進 ● ●

3 水道水の安定供給と汚水処理の推
進

1 安全で災害に強い水道の供給 ● ●
2 下水道の整備と管理 ● ●
3 合併処理浄化槽による汚水処理の推進 ● ●
4 健全な上下水道経営の推進

6 持続可能なまち
づくり

1 持続可能な行政運営の推進

1 成果志向の行政運営 ●
2 広報・広聴の推進 ● ●
3 デジタル行政の推進と情報システムの適正管理 ● ●
4 個人情報保護と公開
5 広域行政の推進 ●
6 確実な事務執行と窓口処理 ●
7 定住の推進 ●

2 健全な財政運営の推進

1 歳入の確保 ●
2 歳出の適正管理 ●
3 公共施設マネジメントの推進 ● ●
4 適正な会計処理

3 町民から信頼される職員と職場づく
り

1 人材育成と組織体制の充実
2 健康で安心して働ける職場づくり ●
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（3） 総合計画とＳＤＧｓとの関連性
	 　　　SDGs とは、Sustainable Development Goals の略称であり、2015 年 9 月の国連サミットで加

盟国の全会一致で採択された「2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標」を指しま
す。17 のゴール・169 のターゲットから構成され、地球上の「誰一人取り残さない（leave no one 
behind）」ことを誓っています。SDGsは発展途上国のみならず、先進国自身が取り組むユニバーサル
（普遍的）なものであり、日本としても積極的に取り組んでいます。

	 　このSDGsのゴールやターゲットは、行政が目指すべき姿と重なる部分が多くあります。本計画では、
各施策がSDGsの 17ゴールのどれに該当するかを示しています。

	 　なお、SDGsターゲットには、発展途上国を対象としているものも多くあり、日本を含む先進国では
すでに達成状態に近い内容も含まれています。
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■SDGsの 17ゴールと総合計画の全 23施策との関連性

政策１ 政策２ 政策３

学
校
教
育
の
充
実

生
涯
学
習
の
充
実
と
文
化
の
振
興

人
権
尊
重
・
男
女
共
同
参
画

社
会
の
形
成

農
林
水
産
業
の
振
興

工
業
の
振
興

商
業
・
観
光
の
振
興

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
の
充
実

高
齢
者
福
祉
の
充
実

障
が
い
福
祉
の
充
実

地
域
福
祉
の
充
実
と
セ
ー
フ
テ
ィ

ネ
ッ
ト
の
推
進

健
康
づ
く
り
の
推
進

1 貧困をなくそう ● ● ● ● ●

2 飢餓をゼロに ● ● ● ●

3 すべての人に 
健康と福祉を ● ● ● ● ● ●

4 質の高い教育を 
みんなに ● ● ● ● ●

5 ジェンダー平等を 
実現しよう ● ● ●

6 安全な水とトイレを 
世界中に

7 エネルギーをみんなに 
そしてクリーンに

8 働きがいも 
経済成長も ● ● ● ● ● ● ●

9 産業と技術革新の 
基盤をつくろう ● ● ●

10 人や国の不平等を 
なくそう ● ● ● ● ● ● ●

11 住み続けられる 
まちづくりを ● ● ● ● ● ● ● ●

12 つくる責任 
つかう責任 ● ● ●

13 気候変動に 
具体的な対策を ●

14 海の豊かさを 
守ろう ●

15 陸の豊かさも 
守ろう ●

16 平和と公正を 
すべての人に ● ● ● ● ● ●

17 パートナーシップで 
目標を達成しよう ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

第 5次総合計画
前期基本計画

ＳＤＧs
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と
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● ● ● ● ● ● 11施策

4施策

● ● ● ● ● 11施策

● 6施策

3施策

● ● ● 3施策

● 1施策

7施策

● ● ● ● ● 8施策

● ● 9施策

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 19施策

● ● ● 6施策

● ● ● 4施策

● ● ● 4施策

● ● ● ● 5施策

● ● ● 9施策

● ● ● ● ● ● ● ● 19施策
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子どもたちが確かな学力とたくましい心身を育み、学校で楽しく学んでいます。

◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	新学習指導要領の導入、外国語教育の小学校での教科化、
ＧＩＧＡスクール構想の実現、感染症への対策等、学校現
場では新たな対応や変革が求められています。

●	教育現場を担う教職員の指導力向上を進め、子どもたちが
変化を乗り越え、予測困難な時代を生き抜くための確かな
学力の定着へつなげていきます。

●	授業においてＩＣＴの活用を推進し、学習指導の効果を高
めます。

●	子どもたちが安心して学校生活を送ることができるよう、
施設の長寿命化や社会変化に伴い必要となる学習環境整備
を中長期的かつ計画的に進めていきます。

●	地域全体で子どもたちの学びや成長を支えるために、学校・
家庭・地域が連携、協働する体制づくりを推進していきま
す。

●	子どもの特性に応じた教育や必要な支援が求められていま
す。多様な学びの場を用意するとともに、学校生活支援員
の充実やスクールカウンセラーなどの専門家の活用を図り
ます。

子どもたちが確かな学力とたくましい心身を育み、学校で楽しく学んでいます。

未来を拓く人づくり
政策

1
施策

1-1
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平成 28
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学校教育の充実

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

学級内に自分の居場所があり、学校生
活を意欲的に送っている児童の割合 成果 58.6％

（Ｈ31）
60.0％
（Ｒ7）

楽しい学校生活を送るためのアンケート
調査で、「学級生活満足群」に位置づけ
られた児童の割合です。

学級内に自分の居場所があり、学校生
活を意欲的に送っている生徒の割合 成果 59.7％

（Ｈ31）
60.0％
（Ｒ7）

楽しい学校生活を送るためのアンケート
調査で、「学級生活満足群」に位置づけ
られた生徒の割合です。

部門別計画 苅田町学校施設等個別施設計画 (令和３年度〜 )

政
策
３

学級内に自分の居場所があり、学校生活を
意欲的に送っている児童・生徒の割合

出典：QU調査
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序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

政
策
３

基本構想実現の手段となる
「政策」の名称です。

施策推進のための個別計画や
関連する計画です。

施策を実施す
ることで目指
す将来の姿
です。

施策の目指す
姿の達成度
( 成果 ) を示
す指標 (モノ
サシ ) と基準
値、目標値で
す。

施策の目指す
姿を実現する
に当たっての
課題や方向
性を示してい
ます。

施策に関係のある指標の過去の推移を
示すグラフです。

政策実現の手段となる「施策」
の名称です。

区分の種類の説明
「成果」
施策の達成度を示す指標
「社会」（適当な成果指標がない場合）
社会的に施策分野の動向を示す指標

施策別計画の見方

施策別計画第 2 章
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序
　
論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

用語解説

ＧＩＧＡスクール構想 １人１台端末と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備することで、特別な支援を必要とする子どもを含め、多様な子どもた
ち一人一人に個別最適化され、資質・能力が一層確実に育成できる教育ＩＣＴ環境を実現する構想です。

スクールカウンセラー 児童生徒や保護者の抱える悩みを受け止め、カウンセリング等を行う「心の専門家」です。臨床心理士などをスクールカウンセラーと
して活用しています。

コミュニティ・スクール 学校と地域住民等が力を合わせて学校の運営に取り組むことが可能となる「地域とともにある学校づくり」への転換を図るための有効
な仕組みです。

SDGsとの
関連性

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 確かな学力の向上とたくま
しい心身の育成
学習内容の基礎や基本を習得し、
主体的・協働的に学んでいます。

「全国学力・学習状況調査」全
国平均以上の科目数
（２科目中）

小学校 1科目
（Ｈ31）

2科目
（Ｒ7）

地方創生

中学校 0科目
（Ｈ31）

2科目
（Ｒ7）

小学５年生の「体力・運動能力
調査」全国平均以上の区分数
（８区分中）

男子 4区分
（Ｈ31）

6区分
（Ｒ7）

女子 0区分
（Ｈ31）

4区分
（Ｒ7）

中学２年生の「体力・運動能力
調査」全国平均以上の区分数
（８区分中）

男子 4区分
（Ｈ31）

6区分
（Ｒ7）

女子 0区分
（Ｈ31）

4区分
（Ｒ7）

不登校率
（1,000人当たり）

児童 4.99人
（Ｈ31）

4.00人
（Ｒ7）

生徒 49.39人
（Ｈ31）

35.00人
（Ｒ7）

02 ＩＣＴ活用教育による学び
の質の向上
ＩＣＴ教育実践や情報化に取り組
むことで、教育の質が向上してい
ます。

ＩＣT機器を使った学習に意欲
が見られた割合

児童 86.4%
（Ｈ31）

90.0%
（Ｒ7）

生徒 79.0%
（Ｈ31）

85.0%
（Ｒ7）

授業にＩＣＴを活用して指導す
ることができる教職員の割合

小学校 74.0%
（Ｈ31）

85.0%
（Ｒ7）

中学校 54.2%
（Ｈ31）

75.0%
（Ｒ7）

03 教育環境の整備
安心・安全で快適な学校生活を送
っています。

教室で授業をするのに支障があった件数
（前期計画期間累計）

0件
（Ｈ31）

0件
（Ｒ7）

強 靱 化
学力向上や快適な学校生活を送るための
施設・備品改善件数
（前期計画期間累計）

224件
（Ｈ31）

1,120件
（Ｒ7）

学校管理下（通学含む）における事故発
生件数

2件
（Ｈ31）

0件
（Ｒ7）

04 学校・家庭・地域の連携と協働
学校の実情についての共通理解を
もち、相互に連携・協働ができて
います。

様々な学習や活動を支援するボランティ
ア活動団体の登録人数

402人
（Ｈ31）

500人
（Ｒ7）

地方創生
コミュニティ・スクールの設置学校数 0校

（Ｈ31）
６校
（Ｒ7）

05 多様性を踏まえた教育の実践
特別な支援を必要とする子どもが
特性にあわせた教育を受けていま
す。

学校生活支援員１人当たりの
児童・生徒数

児童 7.3人
（Ｈ31）

6.0人
（Ｒ7）

生徒 6.8人
（Ｈ31）

6.0人
（Ｒ7）

政
策
３
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序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

政
策
３

施策実現の手段となる「基
本事業」名称と目指す姿で
す。

施策別計画の中での専門用語に関する解説です。

基本事業の目指
す姿の達成度(成
果)を示す指標(モ
ノサシ)と基準値、
目標値です。

基本事業と関連性がある全庁的
各種計画を示しています。
「地方創生」
まち・ひと・しごと創生総合戦略
「強靱化」
国土強靱化地域計画

施策と関連性のある持続可能な開発目標（SDGs）
を表示しています。
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子どもたちが確かな学力とたくましい心身を育み、学校で楽しく学んでいます。

◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	新学習指導要領の導入、外国語教育の小学校での教科化、
ＧＩＧＡスクール構想の実現、感染症への対策等、学校現
場では新たな対応や変革が求められています。

●	教育現場を担う教職員の指導力向上を進め、子どもたちが
変化を乗り越え、予測困難な時代を生き抜くための確かな
学力の定着へつなげていきます。

●	授業においてＩＣＴの活用を推進し、学習指導の効果を高
めます。

●	子どもたちが安心して学校生活を送ることができるよう、
施設の長寿命化や社会変化に伴い必要となる学習環境整備
を中長期的かつ計画的に進めていきます。

●	地域全体で子どもたちの学びや成長を支えるために、学校・
家庭・地域が連携、協働する体制づくりを推進していきま
す。

●	子どもの特性に応じた教育や必要な支援が求められていま
す。多様な学びの場を用意するとともに、学校生活支援員
の充実やスクールカウンセラーなどの専門家の活用を図り
ます。

子どもたちが確かな学力とたくましい心身を育み、学校で楽しく学んでいます。

未来を拓く人づくり
政策

1
施策

1-1

100

80

59.1

67.7 67.2

59.7

55.7
59.3 60.1 58.6

39.0 39.0 39.0 43.0

41.0
37.037.037.0

平成 28
小学校（実施団体平均）
中学校（実施団体平均）

小学校（苅田）
中学校（苅田）

平成29 平成30 平成31（年度）

60

40

20

0

(%)

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

学校教育の充実

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

学級内に自分の居場所があり、学校生
活を意欲的に送っている児童の割合 成果 58.6％

（Ｈ31）
60.0％
（Ｒ7）

楽しい学校生活を送るためのアンケート
調査で、「学級生活満足群」に位置づけ
られた児童の割合です。

学級内に自分の居場所があり、学校生
活を意欲的に送っている生徒の割合 成果 59.7％

（Ｈ31）
60.0％
（Ｒ7）

楽しい学校生活を送るためのアンケート
調査で、「学級生活満足群」に位置づけ
られた生徒の割合です。

部門別計画 苅田町学校施設等個別施設計画 (令和３年度〜 )

政
策
３

学級内に自分の居場所があり、学校生活を
意欲的に送っている児童・生徒の割合

出典：QU調査
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序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

用語解説

ＧＩＧＡスクール構想 １人１台端末と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備することで、特別な支援を必要とする子どもを含め、多様な子どもた
ち一人一人に個別最適化され、資質・能力が一層確実に育成できる教育ＩＣＴ環境を実現する構想です。

スクールカウンセラー 児童生徒や保護者の抱える悩みを受け止め、カウンセリング等を行う「心の専門家」です。臨床心理士などをスクールカウンセラーと
して活用しています。

コミュニティ・スクール 学校と地域住民等が力を合わせて学校の運営に取り組むことが可能となる「地域とともにある学校づくり」への転換を図るための有効
な仕組みです。

SDGsとの
関連性

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 確かな学力の向上とたくま
しい心身の育成
学習内容の基礎や基本を習得し、
主体的・協働的に学んでいます。

「全国学力・学習状況調査」全
国平均以上の科目数
（２科目中）

小学校 1科目
（Ｈ31）

2科目
（Ｒ7）

地方創生

中学校 0科目
（Ｈ31）

2科目
（Ｒ7）

小学５年生の「体力・運動能力
調査」全国平均以上の区分数
（８区分中）

男子 4区分
（Ｈ31）

6区分
（Ｒ7）

女子 0区分
（Ｈ31）

4区分
（Ｒ7）

中学２年生の「体力・運動能力
調査」全国平均以上の区分数
（８区分中）

男子 4区分
（Ｈ31）

6区分
（Ｒ7）

女子 0区分
（Ｈ31）

4区分
（Ｒ7）

不登校率
（1,000人当たり）

児童 4.99人
（Ｈ31）

4.00人
（Ｒ7）

生徒 49.39人
（Ｈ31）

35.00人
（Ｒ7）

02 ＩＣＴ活用教育による学び
の質の向上
ＩＣＴ教育実践や情報化に取り組
むことで、教育の質が向上してい
ます。

ＩＣT機器を使った学習に意欲
が見られた割合

児童 86.4%
（Ｈ31）

90.0%
（Ｒ7）

生徒 79.0%
（Ｈ31）

85.0%
（Ｒ7）

授業にＩＣＴを活用して指導す
ることができる教職員の割合

小学校 74.0%
（Ｈ31）

85.0%
（Ｒ7）

中学校 54.2%
（Ｈ31）

75.0%
（Ｒ7）

03 教育環境の整備
安心・安全で快適な学校生活を送
っています。

教室で授業をするのに支障があった件数
（前期計画期間累計）

0件
（Ｈ31）

0件
（Ｒ7）

強 靱 化
学力向上や快適な学校生活を送るための
施設・備品改善件数
（前期計画期間累計）

224件
（Ｈ31）

1,120件
（Ｒ7）

学校管理下（通学含む）における事故発
生件数

2件
（Ｈ31）

0件
（Ｒ7）

04 学校・家庭・地域の連携と協働
学校の実情についての共通理解を
もち、相互に連携・協働ができて
います。

様々な学習や活動を支援するボランティ
ア活動団体の登録人数

402人
（Ｈ31）

500人
（Ｒ7）

地方創生
コミュニティ・スクールの設置学校数 0校

（Ｈ31）
６校
（Ｒ7）

05 多様性を踏まえた教育の実践
特別な支援を必要とする子どもが
特性にあわせた教育を受けていま
す。

学校生活支援員１人当たりの
児童・生徒数

児童 7.3人
（Ｈ31）

6.0人
（Ｒ7）

生徒 6.8人
（Ｈ31）

6.0人
（Ｒ7）

政
策
３
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	少子高齢化やグローバル化など社会情勢の急激な変化の
中、町民が生涯にわたって主体的に学習活動が継続できる
環境を整備し、町民の心豊かな生活を支援する社会教育の
機会の充実を図る必要があります。公民館講座や文化活動、
青少年の体験活動等に参加できる機会の充実を図ります。

●	スポーツ活動に対するニーズは「遊び」「健康づくり」「リ
フレッシュ」「技術向上」など世代に応じて多様化してい
ます。あらゆる世代の町民がスポーツ活動に気軽に参加・
体験できる機会と場所の充実を図ります。

●	誰もが読書に親しめる環境づくりに取り組むとともに、図
書資料の充実や利便性の向上を図り、多くの町民が利用し
やすい図書館を目指します。

●	町内の貴重な文化・歴史・自然遺産の調査を通じて、適切
な保存、次世代への確実な継承を推進していきます。また、
地域史への理解・愛着の醸成を促すために、情報発信を担
うボランティアを育成するとともに、文化財を生涯学習の
題材・知的観光資源として活用します。

子どもから高齢者までが、生涯を通じて学習し、芸術・文化やスポーツ活動に取り組
んでいます。

未来を拓く人づくり
政策

1
施策

1-2

50

31.3
28.8

26.626.6 26.826.8 25.7

平成 27 平成28 平成29 平成30 平成31

40

30

20

10

0
（年度）

(%)

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

生涯学習の充実と文化の振興

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

生涯学習や芸術・文化活動、スポーツ
活動を行っている町民の割合 成果 25.7％

（H31）
27.0％
（R7）

町民アンケートで、生涯学習や芸術・文
化活動、スポーツ活動を「行っている」
と回答した町民の割合です。

政
策
３

部門別計画
苅田町生涯学習基本計画（令和２年度～）
苅田町子ども読書活動推進計画（平成 30～令和４年度）
史跡御所山古墳保存管理計画（平成 28～令和 17年度）

生涯学習や芸術・文化活動、スポーツ活動を
行っている町民の割合

出典：苅田町まちづくり町民アンケート
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序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

SDGsとの
関連性

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 学習機会の充実
生涯学習の機会が充実し、学びた
いときに学べる環境になっていま
す。

学習機会が充足していると思う町民の割合 42.5％
（Ｈ31）

44.0％
（Ｒ7）

地方創生

強 靱 化

公民館・文化会館の年間利用者数 129,466人
（Ｈ31）

133,350人
（Ｒ7）

芸術文化イベントの参加人数 1,864人
（Ｈ31）

1,920人
（Ｒ7）

青少年体験活動の参加人数 76人
（Ｈ31）

78人
（Ｒ7）

02 生涯スポーツの推進
スポーツ活動に参加する機会が増
え、町民が生涯スポーツに親しん
でいます。

スポーツ行事・教室への参加人数 2,262人
（Ｈ31）

2,330人
（Ｒ7）

強 靱 化社会体育施設の年間利用者数 97,553人
（Ｈ31）

98,000人
（Ｒ7）

週１日以上、スポーツや運動をしている
町民の割合

35.5％
（Ｈ31）

40.0％
（Ｒ7）

04 文化財の保護と活用
文化財が適切に調査・保存され、
町民の生涯学習や来町者の観光資
源として活用されています。

国・県・町指定文化財数 21件
（Ｈ31）

21件
（Ｒ7）

地方創生

強 靱 化
町民の文化財活用事業及び歴史資料館の
参加・見学人数

1,199人
（Ｈ31）

1,235人
（Ｒ7）

来町者の文化財活用事業及び歴史資料館
の参加・見学人数

487人
（Ｈ31）

502人
（Ｒ7）

03 図書館サービスの充実
図書館を多くの町民が利用してい
ます。

図書館の年間貸出数 300,938冊
（Ｈ31）

309,966冊
（Ｒ7）

図書館に不満がない町民の割合 85.3％
（H31）

85.3％
（R7）
（※）

政
策
３

※　上がると良い指標ですが、基準値が高水準であるため、基準値の現状維持としています。
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子どもたちが確かな学力とたくましい心身を育み、学校で楽しく学んでいます。

◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	基本的人権が尊重される明るい町を実現するために、町民
に対して教育・啓発を行い、町民一人一人の人権意識の高
揚を図るとともに、企業、団体、地域に対しての啓発事業
を行うなど、社会全体で差別や偏見をなくすための取組み
を行います。

●	平成 28年に「障害者差別解消法」、「ヘイトスピーチ解消法」
「部落差別解消推進法」など人権に関する法律が整備され
ました。あらゆる差別の解消に向けて取り組んでいきます。

●	インターネットを利用した人権侵害、ＬＧＢＴに対する偏
見や差別、社会の変化に伴う新たな人権問題についても啓
発を進めます。

●	男女が互いに人権を尊重し、責任を分かち合い、性別に関
わりなく自らの個性や能力を十分に発揮できるよう、苅田
町男女共同参画行動計画に基づいた取組みを推進します。

●	令和元年に女性活躍推進法が改正されました。女性が社会
で個性と能力を十分に発揮できる環境を整えることが求め
られています。

未来を拓く人づくり
政策

1
施策

1-3

そう思う
12.2％
そう思う
12.2％

どちらかと
いえばそう思う
64.0％

どちらかと
いえばそう思う
64.0％

どちらかと
いえばそう
思わない
12.5％

どちらかと
いえばそう
思わない
12.5％

そう思わない
4.8％

そう思わない
4.8％

無回答
6.4％
無回答
6.4％

どちらかとい
えば男性の
方が優遇さ
れている
46.1％

どちらかとい
えば男性の
方が優遇さ
れている
46.1％平等

15.5％
平等
15.5％

どちらかとい
えば女性の
方が優遇さ
れている
4.9％

どちらかとい
えば女性の
方が優遇さ
れている
4.9％

女性の方が
非常に優遇
されている
1.2％

女性の方が
非常に優遇
されている
1.2％

無回答 4.7％無回答 4.7％
男性の方が非常に優遇

されている
8.9％

男性の方が非常に優遇
されている
8.9％

わからない
18.7％
わからない
18.7％

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

人権尊重・男女共同参画社会の形成

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

人権が尊重されているまちであると思
う町民の割合 成果 76.2％

（Ｈ31）

76.2％
（R7）
（※1）

町民アンケートで、人権が尊重されている
まちであると「思う」「どちらかといえば
そう思う」と回答した人の割合です。

社会全体でみて男女の地位は平等にな
っていると思う町民の割合 成果 15.5％

（Ｈ31）
20.0％
（R7）

町民アンケートで、社会全体でみて男女
の地位は「平等」になっていると思うと
回答した人の割合です。

政
策
３

基本的人権が守られ、お互いに認め合い、一人一人の人権が尊重されています。
男女平等の意識が育まれ、様々な分野に男女が共同して参画しています。

※1　上がると良い指標ですが、基準値が高水準であるため、基準値の現状維持としています。

部門別計画
苅田町人権教育行動計画（平成 14年度～）
第２次苅田町男女共同参画行動計画（平成 25～令和４年度）  

※小数点端数表示の関係で、足し上げても合計が100％にならない場合があります。

人権が尊重されているまちであると思う
町民の場合

出典：平成31年度 苅田町まちづくり町民アンケート

社会全体でみて男女の地位は
平等になっていると思う町民の場合

出典：平成31年度 苅田町まちづくり町民アンケート
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序　

論

基
本
構
想

前
期
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本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

用語解説ヘイトスピーチ 特定の民族や国籍の人々を排斥する差別的言動のことです。

ＬＧＢＴ

Lesbian（レズビアン）・・・女性の同性愛者
Gay（ゲイ）・・・男性の同性愛者
Bisexual（バイセクシュアル）・・・両性愛者
Transgender（トランスジェンダー）・・・身体と心の性が一致しないため身体の性に違和感を持つ人
それぞれの頭文字をまとめたもので、性的少数者の総称のひとつとして使われています。

ＤＶ
Domestic Violence（ドメスティック・バイオレンス）の略で配偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった者から振るわれる暴力
のことです。
殴る・蹴るなどの身体的なものだけでなく、精神的、性的、経済的、子どもを利用した暴力なども含みます。

セクシュアル
ハラスメント

相手の意思に反して行われ、相手を不快にさせる性的言動のことです。

SDGsとの
関連性

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 人権教育・人権啓発の推進
人権教育や啓発が行われ、人権が
尊重されています。

町主催の人権啓発研修等を受講した人数 788人
（Ｈ31）

850人
（R7）

この１年間に人権侵害をするような言動
をした町民の割合

16.1％
（Ｈ31）

15.0％
（R7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 人権擁護の推進
人権擁護のための相談体制などが
充実し、人権侵害の悩みや不安が
軽減されています。

人権侵害に関する相談件数 4件
（Ｈ31）

10件
（R7）
（※2）

女性からの人権相談のうちＤＶ及びセク
シュアルハラスメント被害相談件数

192件
（Ｈ31）

200件
（R7）
（※2）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

03 男女共同参画の推進
性別による固定的な役割や分業意
識が解消され、社会の対等なパー
トナーとして、様々な分野におい
て男女が共同して参画しています。

「男は仕事、女は家庭」という性別役割
分担意識の解消に共感する町民の割合

49.9％
（Ｈ31）

60.0％
（R7）

地方創生

審議会等における女性委員の占める割合 24.3％
（R2）

30.0％
（R7）

政
策
３

※2　最終的には基準値より下がることを目指しますが、相談機関の更なる周知を行い、積極的に相談に来ていただく
ことにより、相談に来ないままで良くない結末を迎えることを避けるため、現時点では基準値より上がることを
目指します。

用語解説
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	本町では、第一次産業就業者の高齢化や担い手不足が進行
し、就業者数は平成７年の 541 人から平成 27 年の 205
人へと大幅に減少しており、持続可能な農林水産業の確立
が求められています。

●	農業については、後継者不足、機械等の更新費用の高騰に
よって離農者が増加しているため、多様な担い手を育成す
ることで、農地の荒廃化を防ぎ、健全な農地が維持できる
ように取り組みます。

●	農道・水路・農業用施設は、全体的に老朽化が進んでおり、
農業インフラとしての機能が果たせなくなると農地や周辺
環境に悪影響を及ぼす可能性があるため、適切な維持管理
を行います。

●	林業については、県の事業によって未整備森林が減少して
います。今後は国の森林経営管理制度の利用等により、森
林の適切な管理に取り組みます。

●	漁業については、就業者の高齢化や後継者不足解消のため、
栽培漁業の拡大や水産物の付加価値向上を推進し、収入の
安定化を図ります。

持続可能な農林水産業の確立を目指し、生き生きと取り組んでいます。

活力ある産業のまちづくり
政策

2
施策

2-1

平成7
第1次産業

平成12 平成17 平成22 平成27 （年）

(人)
18,000

16,000

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

541541 379379 394394

5,5335,533

9,1639,163

224224

213213

5,7995,799

8,9288,928

866866

205205

5,8315,831

8,9888,988

341341

5,9985,998

9,1659,165

105105

6,7796,779

8,5888,588

3535

第2次産業 第3次産業 分類不能の産業

平成7
第1次産業

平成12 平成17 平成22 平成27

100

80

60

40

20

0

3.43.4

42.542.5

53.953.9

第2次産業 第3次産業 分類不能の産業

0.20.2

2.42.4

38.338.3

58.658.6

0.70.7

2.62.6

36.136.1

59.859.8

1.51.5

1.31.3

36.736.7

56.556.5

5.55.5

1.31.3

37.937.9

58.558.5

2.22.2

（年）

(％)
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農林水産業の振興

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

担い手農家・農業生産法人に集約され
ている農地面積割合 成果 16.5％

（H31）
20.0％
（R7）

農地面積のうち、農用地利用集積計画申
請書に記載されている利用権設定面積の
割合です。大きいほど農作業の省力化が
進んでいると言えます。

漁業生産額 成果 76,211千円
（H31）

80,000千円
（R7）

苅田町漁業協同組合業務報告書によるも
ので、販売事業の当期取扱高です。

政
策
３

部門別計画

苅田町農業振興基本計画（平成 22年度～）
苅田町森林整備計画（平成 29～令和８年度）
農道個別施設計画（平成 30年度～）
林道施設（橋梁）の個別施設計画（平成 31年度～）

産業別就業者数の推移

出典：総務省「国勢調査」

就業者数の産業別割合の推移

出典：総務省「国勢調査」
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４
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◆ 基本事業の構成

用語解説

認定農業者 農業経営基盤強化促進法に基づき農業経営改善計画の市町村認定を受け、農業経営の安定化を目指す農業経営者・農業生産法人のこと
です。担い手農業者とも呼ばれます。

森林経営管理制度 経営管理が行われていない森林について、市町村が仲介役となり森林所有者と管理する人をつなぐ仕組みです。

栽培漁業 卵から稚魚になるまでの一番弱い期間を、人為的な設備、環境下で育成し保護した後、自然へ戻して、自然の海で成長したものを漁獲
する漁業です。本町ではカキを中心とした栽培漁業を行っています。

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 多様な担い手で支える営農
体制の確立
多様な担い手の育成により、持続
的な農業経営が確立されています。

新規就農者数
（前期計画期間累計）

1人
（R2）

3人
（R7）

地方創生
認定農業者数
（含む農業生産法人数）

12人
（R2）

15人
（R7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 農業基盤の整備・保全
農業生産基盤の整備や保全により、
農業生産が維持できています。

農村環境を守り、質を高める地域共同活
動に取り組む組織数

9組織
（R2）

10組織
（R7） 地方創生

強 靱 化農道、水路、ため池、農業用施設の整備
・改修箇所数
（前期計画期間累計）

3箇所
（Ｈ31）

10箇所
（R7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

03 森林の維持
森林の適切な維持管理などが行わ
れ、荒廃した森林が減少していま
す。

未整備森林面積 151.7ha
（Ｈ31）

131.0ha
（R7）

森林経営管理制度意向調査数
（前期計画期間累計）

50人
（Ｒ2見込）

250人
（R7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

04 漁業経営の安定化
栽培漁業の拡大や水産物の付加価
値の向上により漁業の経営基盤が
整い、経営が安定しています。

新規漁業就業者数
（前期計画期間累計）

2人
（H31）

10人
（R7）

市場で付加価値が高い水産物数 3種
（H31）

4種
（R7）
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	臨海部の工業用地に自動車やセメント産業をはじめとする
日本でも有数の企業が数多く立地し、北部九州の中核的な
生産拠点となっています。持続的な産業活動と雇用の確保
のため、既存の基幹産業の成長を促すとともに、企業の誘
致を継続し、新たな産業の創出に取り組みます。

●	町内には大企業だけでなく、優れた技術力を有する中小企
業も数多く立地していますが、少子高齢化が進み、働き手
不足が問題となっています。企業が安定して操業するため
に、企業が求める人材の確保を支援することが求められて
います。若者が地元に残って働きたいと思える魅力的な中
小企業が増えるように、企業の総合的な支援に取り組みま
す。

●	本町には、陸・海・空の充実したインフラという強みがあ
ります。持続可能な臨海工業都市として、この先も成長
を続け、地域の更なる産業基盤の強化のためにも、港湾整
備をはじめ高速道路や空港の機能強化が求められることか
ら、港湾や道路、空港の整備が促進されるよう働きかけを
推進します。

陸・海・空のアクセスに恵まれた立地環境のもと、製造業を中心とした臨海工業都市
として、発展を続けています。

活力ある産業のまちづくり
政策

2
施策

2-2

製造業従業者数 製造品出荷額等

平成 26 平成 27 平成 28 平成 29 平成 30

( 億円 )

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

9,3439,343

14,12014,120
11,65411,654

16,12216,122

12,65612,656

19,10119,101

12,88912,889

20,04920,049

12,80712,807

19,74019,740

（年度）

(人)
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工業の振興

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

製造業従業者数 成果 12,807人
（Ｈ30）

14,140人
（Ｒ7）

工業統計調査（経済産業省）における町
内の製造業事業所で働いている人の数で
す。

製造品出荷額等 社会 19,740億円
（Ｈ30）

25,194億円
（Ｒ7）

工業統計調査における町内の製造業事業
所の１年間の製造品出荷額、加工賃収入
額、その他収入額の合計です。

苅田港貿易額 社会 8,901億円
（Ｈ31）

11,975億円
（Ｒ7）

苅田港における１年間の輸出額および輸
入額です。

北九州空港貿易額 社会 1,449億円
（Ｈ31）

2,007億円
（Ｒ7）

北九州空港における１年間の輸出額およ
び輸入額です。

政
策
３

製造業従業者数及び製造品出荷額等

出典：経済産業省「工業統計調査」
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◆ 基本事業の構成

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 立地及び事業環境の整備
港湾や道路、空港などの交通・物
流基盤が整い、国内外への物流機
能が向上しています。

苅田港における貨物取扱量 3,600万ｔ
（Ｈ31）

3,721万ｔ
（R7） 地方創生

強 靱 化
北九州空港における貨物取扱量 8,970t

（Ｈ31）
30,000t
（R7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 企業立地の促進
地域経済の活性化、産業の振興及
び雇用の創出等が図られています。

企業誘致件数
（前期計画期間累計）

5件
（Ｈ31）

10件
（R7）

地方創生
立地企業の新規町民雇用者数
（前期計画期間累計）

6人
（Ｈ31）

100人
（R7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

03 事業所の総合的な支援
中小企業の経営力強化及び労働生
産性の向上により、地元の中小企
業に働きたい人が増えています。

各種支援を受けている事業所数 6事業者
（Ｈ31）

40事業者
（R7） 地方創生

強 靱 化
町内の工業高校卒業生の地元就職者数 17人

（Ｈ31）
25人
（R7）
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	国道 10 号線や県道門司行橋線沿線への大型店舗の進出な
どにより、商店街の店舗数と来街者数は減少傾向にありま
す。商店街から郊外型商業施設への人の流れは全国的な傾
向ですが、車を持たず、徒歩や自転車で気軽に買い物に行
ける商店街を必要としている町民もいます。そのため、意
欲ある事業者や創業希望者のサポートを行い、魅力ある店
舗や商業集積に引き続き努めるほか、利用者の利便性を高
める取組みに対する支援を行います。

●	磯浜緑地については、好立地を活かし、民間の活力を導入
する等の利活用を進めていきます。

●	本町へは、ビジネス目的で来町する人が多い状況であるた
め、地元の飲食店などの周知・利用促進の取組みを進めて
いきます。

●	本町の歴史・文化、自然などをより身近に、より深く知っ
てもらう取組みを進めていきます。

町内の商店や観光資源が町内外の人に十分に認知され、買い物や観光を楽しむ人が増
加し、町に賑わいが生まれています。

活力ある産業のまちづくり
政策

2
施策

2-3

200

220

240

260

280

300

320

340

360

260260

344344
350350

315315
321321

（年）

( 千人 )

平成27 平成28 平成29 平成30 平成31

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

商業・観光の振興

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

町内での買い物が便利であると思う町
民の割合 成果 69.5％

（Ｈ31）
75.0％
（Ｒ7）

町民アンケートで、町内での買い物が便
利であると「思う」「どちらかといえば
そう思う」と回答した町民の割合です。

町内の地域資源を訪れたことのある町
民の割合 成果 25.3％

（Ｈ31）
30.0％
（Ｒ7）

町民アンケートで、町内の地域資源を「
訪れたことがある」と回答した町民の割
合です。

年間観光入込客数 成果 321千人
（Ｈ31）

330千人
（Ｒ7）

観光入込客統計に基づく、町を訪れた観
光客の人数です。

部門別計画 苅田町観光振興計画（平成 21年度～）

政
策
３

年間観光入込客数

出典：観光入込客調査
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序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 商業の活性化
町内で買い物を楽しむ人が増えて
います。

商店街への来街者数 274人／日
（Ｈ31）

287人／日
（R7）

地方創生

創業支援相談件数 27件
（Ｈ31）

28件
（R7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 町内の観光資源による愛着
づくりとにぎわい創出
観光ガイドの案内やホームページ
などの情報を通じて、町内の観光
資源に興味を持ち、町に愛着を感
じる人が増えています。

体験型観光客数 672人
（Ｈ31）

672人
（R7）
（※）

地方創生
苅田町観光協会のホームページへのアク
セス数

16,425件
（Ｈ31）

18,000件
（R7）

※　上がると良い指標ですが、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮して、基準値の現状維持としています。
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	近年、合計特殊出生率は全国平均を上回っていますが、年
少人口は平成 29年以降年々減少しており、安心して子ど
もを産み、子育てをすることができる環境の整備が重要と
なっています。

●	核家族化の進行や共働き世帯の増加といった社会状況の変
化により、子育て世帯の求めるニーズは多様化・複雑化し、
子育てへの不安や負担を感じる家庭が増えています。さ
らには、子どもの貧困や発達障がい、児童虐待など、社会
的な支援を必要とする子どもや家庭の問題も深刻な課題と
なっています。

●	子育て支援へのニーズの多様化に対応するため、子育て世
代包括支援センターなどの庁内の部署や関係機関との連携
により、地域全体で子育てを支援する体制を強化し、妊娠
期から子育て期に渡る切れ目のない支援を行います。

●	女性の社会進出などにより保育所や学童保育のニーズが高
まり、待機児童が発生していることから、保育士及び支援
員の確保や受け入れ増加策の検討など、待機児童の解消に
向け取り組んでいきます。特に学童保育では、全ての就学
児童が放課後等を安全・安心に過ごせるよう計画的な整備
を進めます。

●	児童虐待防止のため、相談への対応や関係機関との連絡調
整を行う子ども家庭総合支援拠点を設置し、虐待から子ど
もを守る体制の強化を図ります。

安心して子育てができる環境が整っています。

だれもが元気で健やかに暮らせるまちづくり
政策

3
施策

3-1

そう思う
15.7％
そう思う
15.7％

どちらかと
いえばそう思う
60.7％

どちらかと
いえばそう思う
60.7％

どちらかと
いえばそう
思わない
17.4％

どちらかと
いえばそう
思わない
17.4％

そう思わない 5.9％そう思わない 5.9％

無回答
0.3％
無回答
0.3％

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

子ども・子育て支援の充実

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

安心して子育てができる環境が整って
いると思う中学生以下の子どもを持つ
保護者の割合

成果 76.4％
（Ｈ31）

76.4％
（Ｒ7）
（※１）

町民アンケートで、子どもを安心して育
てることができる環境が整っていると
「思う」「どちらかといえばそう思う」と
回答した中学生以下の子どもを持つ保護
者の割合です。

この地域で子育てをしたいと感じる乳
幼児の保護者の割合 成果 91.8％

（Ｈ31）

91.8％
（Ｒ7）
（※２）

乳幼児健診の設問で、この地域で子育て
をしたいと「思う」「どちらかといえば
そう思う」と回答した乳幼児の保護者の
割合です。

部門別計画 第２期苅田町子ども・子育て支援事業計画（令和２～６年度）
苅田町障がい児福祉計画（令和３～５年度）

政
策
３

※1　上がると良い指標ですが、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮して、基準値の現状維持としています。
※2　上がると良い指標ですが、基準値が高水準であるため、基準値の現状維持としています。

安心して子育てができる環境が
整っていると思う保護者の割合

出典：平成31年度 苅田町まちづくり町民アンケート
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序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

用語解説

子育て世代包括支援センター 妊産婦・乳幼児等の状況を継続的・包括的に把握し、妊産婦や保護者の相談に保健師等の専門家が対応するとともに、必要な支援プラ
ンの作成や関係機関との連絡調整を行い、妊娠期から子育て期にわたり切れ目のない支援を提供する相談機関です。

子ども家庭総合支援拠点 すべての子どもとその家庭及び妊産婦等に対して、専門的な相談や地域資源を活用した情報提供、訪問等による継続的な支援を実施す
る機関です。

低出生体重児 出生時に体重が2,500g 未満の新生児のことです。

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 子育て不安の軽減
相談や情報交換をする場や機関を
活用して、子育てに対する不安が
軽減されています。

親や配偶者以外に身近に子育てに関する
相談や情報交換ができる人がいない保護
者の割合

15.1％
（Ｈ31）

11.0％
（R7）

地方創生

子育て支援機関への相談件数 252件
（Ｈ31）

260件
（R7）
（※３）基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 保育サービスの充実
保護者の生活実態などに合わせた
保育メニューが提供され、保護者
が安心して子どもを預け、就労す
ることができています。

保育所の待機児童数 6人
（Ｈ31）

0人
（R7）

地方創生

強 靱 化

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

04 母子保健の推進
母子の健康が管理され、母子とも
に健やかに暮らしています。

乳幼児健診の受診率 95.4％
（Ｈ31）

96.0％
（R7）

地方創生低出生体重児の出生率 7.9％
（Ｈ31）

7.9％
（R7）
（※４）

幼児の虫歯有病率 14.9％
（Ｈ31）

10.0％
（R7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

05 児童発達の支援
発達を支援するサービスを状態に
合わせて継続的に利用できていま
す。

障害児通所サービスの利用者数 278人
（Ｈ31） －

地方創生

児童発達の相談件数 420件
（Ｈ31） －

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

06 子どもの人権尊重
家庭や学校、地域、関係機関と連
携し、児童虐待を防止する体制に
より、児童虐待の防止や深刻化を
防いでいます。

児童虐待件数 9件
（Ｈ31）

０件
（R7） 地方創生

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

03 放課後の居場所づくり（児童）
小学校に就学している児童が、放
課後等を安全・安心に過ごすこと
ができています。

学童保育の待機児童数 19人
（Ｈ31）

0人
（R7）

地方創生学童保育の定員数 309人
（Ｈ31）

440人
（R7）

子どもひろばに登録して放課後を過ごし
ている児童数

722人
（Ｈ31） －

※３　最終的には基準値より下がることを目指しますが、相談機関の更なる周知を行い、積極的に相談に来ていただ
くことにより、相談に来ないままで良くない結末を迎えることを避けるため、現時点では基準値より上がるこ
とを目指します。

※４　下がると良い指標ですが、基準値が高水準であるため、基準値の現状維持としています。
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	本町の高齢化率は令和２年４月時点で 24.5％となってい
ますが、いわゆる団塊の世代が 75歳以上となる令和７年
には、29.3％に達するものと推計され、医療・介護などの
社会保障給付費の急激な増加が懸念されます。

●	健康づくりや仲間づくりなど、生きがいを求めて社会に参
加する高齢者の活動が介護予防活動につながるため、よ
り一層活性化されるような環境づくりに取り組んでいきま
す。

●	できるだけ住み慣れた地域で自分らしく自立した生活を続
けられるよう、庁内の部署や関係機関との連携、生活支援
コーディネーターや認知症地域支援推進員等の活動を通じ
て、地域の支え合いや高齢者の居場所づくりを推進してい
きます。

●	高齢化の進行に伴い、持続的・安定的な介護保険制度の運
営や、高齢者の状態に応じた適切なサービスが提供される
よう取り組んでいきます。

●	高齢者の人権や尊厳が守られるよう、権利擁護に関する相
談窓口の周知や、関係機関との連携を図ります。

高齢者が生きがいをもち、健康を保ちながら、住み慣れた地域でその人らしく暮らし
ています。

だれもが元気で健やかに暮らせるまちづくり
政策

3
施策

3-2

(%)

（年度）

(%)
30 17

25 16

20 15

15 14

10 13

5 12

110

12.212.2

11.311.3

12.212.2

11.511.5

12.112.1

11.711.7

12.112.1

11.911.9

12.312.3

12.212.2

要介護認定率
前期高齢化率 後期高齢化率

平成28 平成29 平成30 平成31 令和2

15.315.3 15.515.5 15.615.6

16.216.2
16.416.4

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
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政
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政
策
２

政
策
６
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編

高齢者福祉の充実

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

自立高齢者の割合 成果 83.5％
（Ｈ31）

83.5％
（R7）
（※１）

介護保険事業状況報告（年報）に記載さ
れた年度末被保険者数（第１号被保険者）
に対する年度末被保険者数（第１号被保
険者）から年度末認定者数（第１号被保
険者）を除いた数の割合です。

介護保険利用者で在宅生活している高
齢者の割合 成果 59.9％

（Ｈ31）
65.9％
（R7）

介護保険利用者の在宅生活の状況を把握
する指標です。介護保険認定者数に対す
る介護保険認定者数から施設入所者数を
除いた数の割合です。

部門別計画 第８期苅田町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（令和３～５年度）

政
策
３

※1　上がると良い指標ですが、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮して、基準値の現状維持としています。

前期高齢化率（65歳〜 74歳）・
後期高齢化率（75歳以上）と
要介護認定率

出典：住民基本台帳、介護保健事業状況報告
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序　
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基
本
構
想

前
期
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計
画
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策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

用語解説

生活支援コーディネーター 高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を推進していくことを目的とし、地域において、生活支援及び介護予防サービスの提供体制の
構築に向けたコーディネート機能を果たす人です。

認知症地域支援推進員 認知症の人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために、認知症の容態の変化に応じて必要な医療・介護等が提供されるよう地域
の支援機関との連携支援や、認知症の人やその家族を対象とした相談業務などを行う人です。

第２層協議体（つながり隊等）各小学校区において、地域課題や町民のニーズを共有し、高齢者が住みやすい地域づくりや生活支援の体制整備について、町民が主体
となり協議を行う場です。

チームオレンジ ステップアップ講座を受講した認知症サポーター等が支援チームを作り、認知症の人やその家族の支援ニーズに合った具体的な支援に
つなげる仕組みです。

徘徊高齢者等ＳＯＳネット
ワーク

認知症などにより徘徊の恐れがある高齢者等が行方不明になった時に、警察だけでなく地域の関係機関や事業所が捜索に協力すること
により、できるだけ早く発見し保護するためのネットワークです。

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 生きがいづくりと介護予防
の推進
高齢者が自分の有する能力を活か
しながら、いきいきと活動してい
ます。また、元気なうちから介護
予防に取り組むことで自身の体の
変化等に向き合い自分に合った生
活を送っています。

前期高齢者（65歳～74歳）で介護認定を
受けずに生活している高齢者の割合

96.4％
（Ｈ31）

99.0％
（R7）

地方創生社会参加している高齢者の割合 33.8％
（Ｈ31）

40.0％
（R7）

介護予防に取り組む高齢者の割合 6.1％
（Ｈ31）

10.0％
（R7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 日常生活支援の充実
高齢者が相談しやすい環境の中で、
必要に応じた生活支援サービスを
利用しながら、在宅で生活できて
います。

在宅生活支援サービスの利用者数 3,349人
（Ｈ31） －

地方創生高齢者福祉に関する相談件数 9,179件
（Ｈ31） －

第２層協議体（つながり隊等）による生
活支援活動の参加者数

101人
（Ｈ31）

130人
（R7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

03 地域ぐるみの認知症対策の
推進
認知症に対する正しい理解を普及
啓発することで、認知症になって
も地域で共に支えあう仕組みが整
っています。

認知症に関する学習会や普及啓発の活動
数

４回
（Ｈ31）

10回
（R7）

地方創生チームオレンジによって見守られている
認知症の人数

－
（新規取組み）

９人
（R7）

徘徊高齢者等ＳＯＳネットワーク協力員
の人数

132人
（Ｈ31）

160人
（R7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

04 介護保険サービスの適正運営
継続可能な介護保険サービスが構
築され、高齢者が安心して生活し
ています。

受給者１人当たり給付月額（在宅および
居住系サ－ビス）の福岡県平均に対する
割合

93.0％
（Ｈ31）

90.0％
（R7）

強 靱 化
ケアプランチェックを行った結果、過誤
を指摘した件数

83件
（Ｈ31）

40件
（R7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

05 高齢者の人権尊重
各種相談事業などにより、高齢者
の人権や権利が守られています。

高齢者の虐待・権利擁護に関する相談件
数

263件
（Ｈ31）

290件
（R7）
（※２）

※２　最終的には基準値より下がることを目指しますが、相談機関の更なる周知を行い、積極的に相談に来ていただ
くことにより、相談に来ないままで良くない結末を迎えることを避けるため、現時点では基準値より上がるこ
とを目指します。
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	障がいのある人が地域の中で自立した日常生活を送ること
ができるように、一人一人の状況に応じて、適切なサービ
スが利用できる支援体制の継続を図ります。

●	本町の障がい者手帳（身体・療育・精神）の所持者数は増
加の傾向です。また、各種支援を必要とする方の増加に加
え、生活課題や支援ニーズも多様化しているため、庁内の
部署や関係機関と連携しながら適切な支援を継続していき
ます。

●	平成 28 年４月「障害を理由とする差別の解消の推進に関
する法律」が施行され、障がいを理由とする不当な差別的
取り扱いの禁止や合理的配慮の提供などが定められ、障が
いの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と
個性を尊重しあいながら共生する社会づくりが求められて
います。

障がいのある人とその家族が安心して生活し、社会参加できています。

だれもが元気で健やかに暮らせるまちづくり
政策

3
施策

3-3

(人)

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成27 平成28 平成29 平成30 平成31
精神障がい者保健福祉手帳交付者数
療育手帳交付者数
身体障がい者手帳交付者数

1,4311,431

263263

226226

1,3951,395

276276

207207

1,4091,409

301301

234234

1,4431,443

319319

244244

1,4601,460

334334

262262

（年）

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

障がい福祉の充実

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

障がいのある人のうち、在宅で生活し
ている人の割合 成果 90.5％

（Ｈ31） － 障がいのある人が地域で生活している割
合です。

障がい福祉サービスの実利用者数の合
計 成果 1,052人

（Ｈ31）
1,196人
（Ｒ7）

障がいのある人の自立に向けた障がい者
支援サービスの実利用者数の合計です。

政
策
３

部門別計画
苅田町障害者長期計画（平成 29～令和３年度）
苅田町障がい者福祉計画（令和３～５年度）
苅田町障がい児福祉計画（令和３～５年度）

障がい者手帳交付数（身体・療育・精神）

出典：地域福祉課
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序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

用語解説

自立支援給付 在宅で訪問によって受けるサービスや施設への通所、入所を利用するサービス、また自立促進のための就労支援など利用者の状態やニー
ズに応じて個別に給付されるサービスです。

地域生活支援事業 障がいのある人が自立した日常生活や社会生活を送ることができるよう町が実施する事業です。相談支援事業や外出における支援、通
所による地域生活支援の促進を図る事業等があります。

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 自立支援の推進
障がいの特性や能力に応じて適切
なサービスが受けられています。

自立支援給付の実利用者数の合計 502人
（Ｈ31）

622人
（R7） 強 靱 化

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 地域生活支援の推進
地域の特性や本人の状況に応じて
生活が送れるよう、適切なサービ
スが受けられています。

地域生活支援事業（町単独事業含む）の
実利用者数の合計

550人
（Ｈ31）

574人
（R7）

地方創生

強 靱 化

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

03 社会参加の促進と就労支援
自立した生活を送るために必要な
サービスを利用することにより、
社会参加や生きがいを持った生活
ができています。

自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労
移行支援、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）、
就労定着支援の実利用者数の合計

212人
（Ｈ31）

268人
（R7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

04 障がいのある人の人権尊重
障がいのある人が自立して日常生
活や社会生活を営むことができる
ように支援が受けられています。

障がいのある人の虐待に関する相談件数 1件
（Ｈ31） －
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	近年の経済・社会変化に伴い、人々のつながりが希薄にな
り、社会的に孤立する問題を抱えています。また、複合的
な課題を抱えることで、「制度の狭間」にあって十分な支
援が届かないなどの問題が顕在化しています。既存の制度
では解決が難しい生活課題に対して、地域住民が主体的に
解決を試みる体制づくりや、対象者の属性に関わりなく、
包括的な支援の仕組みをつくると共に、町民にわかりやす
い相談窓口を設置します。

●	町営住宅については、耐用年数を超過した住戸への対応な
どが課題となっているため、公営住宅長寿命化計画に基づ
き計画的な管理を行うことで、良好な住環境を提供します。

地域で助け合う仕組みが機能しています。

だれもが元気で健やかに暮らせるまちづくり
政策

3
施策

3-4

どちらかと
いえばそう思う
38.2％

どちらかと
いえばそう思う
38.2％どちらかと

いえばそう思わ
ない
19.8％

どちらかと
いえばそう思わ

ない
19.8％

そう思わない
13.3％

そう思わない
13.3％

そう思う
9.8％
そう思う
9.8％わからない

15.2％
わからない
15.2％

無回答
3.7％
無回答
3.7％

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

地域福祉の充実とセーフティネットの推進

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

地域で互いに助け合っていると思う町
民の割合 成果 48.0％

（Ｈ31）
51.0％
（Ｒ7）

町民アンケートで、お住まいの地域で、
互いに支え合い、助け合っていると「思
う」「どちらかといえばそう思う」と回
答した町民の割合です。

政
策
３

部門別計画
第２次苅田町地域福祉計画（平成 31～令和５年度）
苅田町公営住宅長寿命化計画（令和２～ 11年度）  

お互いに支え合い、助け合いができていると
思う町民の割合

出典：平成31年度 苅田町まちづくり町民アンケート
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序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

用語解説

支え合い会議 支え合いマップを活用し、一人暮らし高齢者等が、「体調を崩していないか」「地域から孤立していないか」等を把握する中で、見守
りが必要な人がいたら、その人の情報を関係者間で共有し、福祉問題の早期解決を目指すことを目的に開催している会議です。

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 見守り活動・相談体制の充実
身近なところで、悩み事や困り事
を相談できています。

ふくしの総合相談窓口における相談件数 －件
（新規取組み） －

地方創生
相談できるところが３つ以上ある町民の
割合

10.9％
（Ｈ31）

15.0％
（R7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 町民同士の支え合いの促進
あらゆる町民が役割を持ち、支え
合いながら、自分らしく活躍でき
るコミュニティを育成し、福祉な
どの公的サービスと協働して助け
合いながら暮らすことのできる仕
組みができています。

地域福祉活動に参加している町民の割合 27.2％
（Ｈ31）

30.0％
（R7）

地方創生

強 靱 化
「支え合い会議」の実施地区数 21地区

（Ｈ31）
37地区
（R7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

03 町営住宅の整備
町営住宅の整備・再編・維持管理
により、必要な方への良好な住居
が確保されています。

町営住宅の入居率 70.0％
（Ｈ31） － 強 靱 化

・ 学校
・ スクールソーシャル
 ワーカー
・ PTA
・ 要保護児童対策
 地域協議会
・ 指導主事会
・ ボランティア

・ 消費生活相談
・ 外国人支援団体
・ 町民からの相談

・ 婦人相談員母子自立支援員
 連絡協議会
・ 保健福祉環境事務所
・ 警察
・ 町民からの相談

・ つながり隊
・ 社会福祉協議会
・ 自立支援会議
・ 医療
・ 要保護児童対策地域協議会
・ 町民からの相談

・ つながり隊
・ ケア会議
・ 社会福祉協議会
・ 警察
・ 町民からの相談

・ つながり隊
・ 社会福祉協議会
・ 保健福祉環境事務所
・ 自立支援事務所
・ 要保護児童対策地域協議会
・ 町民からの相談

～ふくしの総合相談イメージ図～

地域福祉課
地域福祉担当

ふくしの総合相談窓口
庁内ネットワーク事務局

＜地域福祉課地域福祉担当＞

地域福祉課
高齢者福祉サービス担当

総務課
人権・男女共同参画推進担当

地域福祉課
障がい者福祉サービス担当

教育総務課
学校教育担当

子育て・健康課
母子保健担当

防災・地域振興課
くらし安全担当

実務者
実務者

実務者

実務者実務者

実務者

実務者

・ 医療
・ 健診
・ 要保護児童対策
 地域協議会
・ 町民からの相談
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	国は 2040 年までに健康寿命を３年以上延伸し、平均寿命
との差の縮小を目指しています。健康寿命の延伸に向け、
生活習慣病の発症予防・重症化予防への取組みが重要と
なっています。誰もが生涯を通じて健康に過ごせるよう、
健康に対する意識を高めるとともに、健康づくりの習慣や
行動ができる能力の習得に向け、支援していきます。

●	本町では、特定健診（国民健康保険加入者のみ）やがん
検診などを実施していますが、平成 31年度の特定健診受
診率は 48.5％で、近年横ばいの状況です。働く世代（40
代・50 代）の受診率は 28.7％と低い状況です。また、平
成 29年度に死亡した町民のうちの 26.2％が「がん」によ
るものです。健（検）診の受診率向上に向けて、意識啓発
や受診しやすい体制の整備に取り組んでいきます。

●	本町では、医師会・歯科医師会・薬剤師会の協力のもと地
域医療体制は整ってきていますが、引き続き、休日や夜間
などの急傷病時にも、安心して診療を受けられる医療体制
の維持や、町民が気軽に何でも相談できる「かかりつけ医」
「かかりつけ歯科医」「かかりつけ薬局」の普及・啓発に関
係機関と連携して取り組んでいきます。

●	本町では、基本的な感染予防対策の周知や予防接種受診勧
奨等を行い、感染力が強い病気（麻疹や風疹）や毎年流行
する病気（インフルエンザ）等に対する予防対策を推進し、
感染症のまん延防止に取り組んでいきます。また、新型コ
ロナウイルス感染症の拡大防止のため、「新しい生活様式」
を中心とした感染予防を町民へ周知するとともに、今後必
要な対策を講じていきます。

町民が心身ともに健康な生活を送っています。

だれもが元気で健やかに暮らせるまちづくり
政策

3
施策

3-5
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編

健康づくりの推進

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

15歳～64歳の事故を除く死亡者数
（10万人当たり） 成果 95.7人

（Ｈ30）
92.0人
（Ｒ7）

福岡県保健統計年報に基づく、不慮の事
故・他殺を除いた15歳から64歳の死亡
者数（人口10万人当たり）です。

生活習慣病死亡率 成果 47.3％
（Ｈ30）

45.0％
（Ｒ7）

福岡県保健統計年報に基づく、全死亡者
に占める生活習慣病死亡者の割合です。

政
策
３

部門別計画
いきいきかんだ 21（第２次苅田町健康づくり計画）（平成 27～令和６年度）
苅田町食育推進計画（令和３～７年度）
データヘルス計画（第２期保健事業実施計画）（平成 30～令和５年度）

　

生活習慣病死亡者数と生活習慣病死亡率

出典：福岡県保健統計年報
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序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

用語解説

生活習慣病 生活習慣が原因で起こる疾患の総称です。がん、糖尿病、高血圧性疾患、心疾患、脳血管疾患などがあげられます。

食育 生きる上での基本であって、知育、徳育及び体育の基礎となるべきものと位置づけられています。様々な経験を通じて「食」に関する
知識とバランスの良い「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を実践できる力を育むことです。

孤食 家族等が不在の食卓で、一人だけで食事をすることです。

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 生活習慣の改善
健康に関する正しい知識が身につ
き、自ら健康増進に取り組んでい
ます。

１人当たりの健康づくり取組み項目数
（17項目中）

6.0項目
（Ｈ31）

8.0項目
（R7）

地方創生食育について関心を持っている町民の割合 67.8％
（Ｈ31）

80.0％
（R7）

孤食傾向にある町民の割合 28.3％
（Ｈ31）

25.0％
（R7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 早期発見・早期治療の推進
生活習慣病等が早期に発見され、
早期治療が行われています。

健康診査や人間ドックを受けている町民
の割合

72.6％
（Ｈ31）

75.0％
（R7）

地方創生がん検診を受けている町民の割合 34.4％
（Ｈ31）

50.0％
（R7）

特定健診の受診率 48.2％
（Ｈ31）

60.0％
（R7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

03 こころの健康づくり
こころの健康が保たれ、健やかに
暮らしています。

自殺者数
（人口10 万人当たり）

13.7人
（Ｈ28～Ｒ2平均）

11.7人
（R7） 地方創生

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

04 地域医療体制の充実
町民が安心して治療を受けること
ができています。

休日・夜間の急病時に「行橋京都休日・
夜間急患センター」で医療を受けられる
ことを知っている町民の割合

49.1％
（Ｈ31）

60.0％
（R7）

地方創生

強 靱 化
かかりつけ医を持っている町民の割合 60.3％

（Ｈ31）
65.0％
（R7）
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	交通事故の発生件数は減少傾向ですが、毎年交通事故によ
る死者が出ています。交通事故の未然防止を図るため、交
通事故多発交差点や危険箇所などに交通安全施設の整備・
充実を図ります。また、交通安全運動の街頭キャンペーン
などで交通安全の意識啓発に努めます。

●	刑法犯認知件数は減少しており、引き続き町民、自治会、
事業者、警察などと協働で防犯パトロールや啓発活動に取
り組みます。また、地域の防犯組織の設立や各自治会が行
う防犯活動を支援します。

●	青少年の非行や不登校などが社会問題となっています。青
少年の悩みや問題行動の解消に向け、関係機関や地域が一
体となって非行防止活動に取り組むとともに、不審者や事
故等から子どもたちを守る活動を推進していきます。

●	多様化・複雑化していく消費生活相談に対応するため、相
談員を研修会などへ派遣し、さらなる専門知識の習得を進
めます。また、自立した消費者を育成するため、出前講座
などによる意識啓発を実施するとともに、関係機関との連
携を強化しながら、消費者保護の取組みを進めます。

交通事故や犯罪、消費者トラブルが少なくなっています。

安全で暮らしやすい環境があるまちづくり
政策

4
施策

4-1

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

くらしの安全の確保

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

交通事故発生件数 成果 293件
（H31）

226件
（Ｒ7）

車両などによって起こされた事故で、人
の死亡又は負傷を伴うものの件数です。
少ないほど安全なまちと考えられます。

刑法犯認知件数 成果 244件
（H31）

157件
（Ｒ7）

被害の届出、告訴、告発などにより、警察
が犯罪として認知した事件の件数です。少
ないほど安全なまちと考えられます。

部門別計画 苅田町交通安全計画（平成 29～令和３年度）

政
策
３

(人)
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平成27

526526

474474

379379

327327

244244

平成28 平成29 平成30 平成31 （年）

(件)

交通事故発生件数と交通事故による負傷者数・死者数

出典：福岡県警察本部「交通事故統計」

刑法犯認知件数

出典：福岡県警察本部「犯罪統計」
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序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

用語解説

地域の防犯組織 自ら地域のために防犯活動を行っている組織です。（例：ＰＴＡ、パトラン）

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 交通安全対策の推進
交通安全に関する意識が向上し、
交通ルールを遵守しています。

町民が第１当事者（過失割合が高い）と
なった県内での事故件数

223件
（H31）

172件
（R7）

地方創生

強 靱 化

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 防犯対策の推進
防犯対策の設備や仕組みが設置・
導入されて犯罪が起きにくい環境
になっています。

防犯灯、防犯カメラ等の防犯対策設備の
新規設置基数
（前期計画期間累計）

41基
（Ｈ31）

135基
（R7） 地方創生

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

03 青少年犯罪の抑制
地域と一体となった青少年非行防
止活動が行われ、青少年の規範意
識が育まれています。

青少年の刑法犯数 27件
（Ｈ31）

17件
（R7） 地方創生

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

04 消費生活の安全
町民が正しい消費生活知識を得て、
消費者被害にあわないようになっ
ています。

消費トラブルの相談・解決方法の認識数
（全８項目の平均）

1.6項目
（Ｈ31）

3.0項目
（R7）

地方創生

消費者被害救済割合 14.6％
（Ｒ2）

26.7％
（Ｒ7）
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	白石海岸、平尾台・広谷湿原、高城山などの豊かな自然環
境は、多様な生態系を維持し、町民生活に潤いとやすらぎ
を与えてくれています。これらの自然環境を利用しながら、
人と自然のつながりを理解し、日々の生活の中で環境保全・
自然共生社会を意識した町民や企業の行動を推進していき
ます。

●	環境にやさしいまちをつくるためには、環境保全の大切さ
や環境問題の現状を知り、日常生活や事業活動において、
環境に配慮した行動を身につけ、定着させることが重要で
す。そのため、町民、事業者が環境に対する理解を深め、
自発的に環境にやさしい行動を実践できるように、環境教
育・学習を推進します。

●	地球温暖化の防止のため、二酸化炭素（CO2）の排出量の
削減が求められています。省エネルギーや再生可能エネル
ギーに対する町民や企業の意識を高め、自主的な取組みを
促します。

町民や企業による自然環境保護に関する取組みや地球に負荷を与えない暮らしが定着
し、自然環境が保全されています。

安全で暮らしやすい環境があるまちづくり
政策

4
施策

4-2

どちらかと
いえば満足
19.3％

どちらかと
いえば満足
19.3％

どちらかと
いえば不満
5.7％

どちらかと
いえば不満
5.7％

不満
1.8％
不満
1.8％

満足
5.7％
満足
5.7％

ふつう
60.1％
ふつう
60.1％

無回答
7.2％
無回答
7.2％

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

自然環境・生活環境の保全

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

自然環境に不満がない町民の割合 成果 85.2％
（Ｈ31）

90.0％
（Ｒ7）

町民アンケートで、本町の自然環境に「満
足」「どちらかといえば満足」「普通」と
回答した町民の割合です。

清潔で衛生的な環境になっていると思
う町民の割合 成果 79.3％

（Ｈ31）
85.0％
（Ｒ7）

町民アンケートで、住まいの周辺が清潔
で衛生的な生活ができる環境になってい
ると「思う」「どちらかといえばそう思
う」と回答した町民の割合です。

政
策
３

※小数点端数表示の関係で、足し上げても合計が100％になりません。

部門別計画
第２次かんだ環境未来図（苅田町環境基本計画）（平成 26～令和５年度）
第４次苅田町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（平成 31～令和５年度）

自然環境に関する町民の満足度

出典：平成31年度 苅田町まちづくり町民アンケート
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序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

03 再生可能エネルギーの利用
CO2の排出量が削減され、地球温
暖化が防止されています。

再生可能エネルギー発電設備の導入容量 27,916kw
（Ｈ31）

（※）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 自然環境の保全
自然の大切さや環境保全の重要性
が認識され、環境意識が向上して
います。

殿川のホタルの確認数 287匹
（Ｈ31）

350匹
（R7）

家庭部門のCO2排出量 44,000ｔC
（Ｈ29）

40,000ｔC
（Ｒ7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 生活衛生・公害の防止
清潔で衛生的な環境が保たれてい
ます。

公害苦情件数
（騒音・振動・悪臭）

30件
（Ｈ31）

25件
（R7）

河川の環境基準適合率 92.3％
（Ｈ31）

95.0％
（Ｒ7）

※　事業所も含めた町内全体の再生可能エネルギーを対象としており、目標値の設定が困難であるため、目指す方向
性のみの表記としています。

用語解説

再生可能エネルギー

恒久的に使用できるエネルギーで次の3つの特徴があります。
①エネルギー源が枯渇しない
②温室効果ガスが発生しない
③様々な立地で調達できる：（例）風力発電・水力発電・太陽光発電・地熱発電・バイオマス発電等
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	本町では、可燃ごみは固形化燃料（ＲＤＦ）に加工され、
町内セメント工場で補助燃料として焼却され、焼却灰はセ
メントの原料として再利用されています。可燃ごみの固形
化処理は苅田エコプラントで行っていますが、施設の老朽
化のため、今後のごみ処理方法について検討します。

●	平成 31 年度の町民１人当たりの１日のごみ排出量は
982g であり、平成 27年度の 1,014g と比較すると 32ｇ
減少しています。循環型社会の形成に向け、引き続き３Ｒ
（リデュース、リユース、リサイクル）の徹底が求められ
ています。

ごみ処理に係る環境負荷が減り、環境にやさしいまちになっています。

安全で暮らしやすい環境があるまちづくり
政策

4
施策

4-3
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(g)

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

循環型社会の形成

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

町民１人１日当たりのごみ排出量 成果 982g
（Ｈ31）

897g
（Ｒ7）

町内の１年間のごみ総量を、人口と１年
間の日数で割った数字です。少ないほど
環境に負荷をかけないことにつながりま
す。

町民１人１日当たりのごみ排出量
（リサイクルされたものを除く） 成果 826g

（Ｈ31）
760g
（Ｒ7）

町内の１年間のごみ総量から、リサイク
ルされたものを除き、人口と１年間の日
数で割った数字です。少ないほど環境に
負荷をかけないことにつながります。

政
策
３

部門別計画
第２次かんだ環境未来図（苅田町環境基本計画）（平成 26～令和５年度）
苅田町一般廃棄物（ごみ）処理基本計画（平成 26～令和５年度）

町民 1人 1日当たりのごみ排出量

出典：一般廃棄物処理事業実態調査
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序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 ごみの排出抑制の推進
多くの町民が、ごみの発生や排出
を抑制する取組みを行っています。

ごみの排出抑制のための取組みを行って
いる町民の割合

57.7％
（Ｈ31）

60.0％
（R7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

03 ごみの適正な処理
ごみの排出ルールが守られ、不法
投棄の少ない町になっています。

ごみの不法投棄の処理件数 54件
（Ｈ31）

48件
（R7）

強 靱 化

町民１人当たりのごみ処理経費 20,875円
（Ｈ31）

20,000円
（Ｒ7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 リサイクルの推進
廃棄物の資源化が促進されていま
す。

リサイクル率
（ＲＤＦ化を除く値）

15.9％
（Ｈ31）

25.0％
（R7）
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	本町の自治会組織は 48ありますが、昨今の社会構造の変
化や人と人とのつながりの希薄化により、自治会の加入率
は平成 27 年度の 63.8％から平成 31 年度の 58.3％へと
徐々に低下しており、特に防災・防犯活動への影響が懸念
されます。このため、魅力ある自治会を目指し、いろいろ
な人が参加しやすい自治会づくりに努めます。

●	町民ニーズが多様化しており、行政がきめ細かく対応する
ことが難しくなってきています。一方、町民の活動が行政
の一翼を担っている面もあります。まちづくりに自主的に
取り組む公益的活動を推進し、活動の主体となる町民一人
一人が自主的かつ主体的に町民活動に取り組める環境を整
備していきます。

●	本町では、西日本工業大学と包括連携協定を締結し、様々
な課題に取り組んでいます。また、多くの企業とも社会貢
献活動協定を締結しており、今後も企業や学校と協働して
いきます。

●	今後、外国人の増加が予想される中で、本町における外国
人の受入れ体制を整備するとともに、外国人に向けた情報
発信に努めます。

地域活動やNPO・ボランティア団体等の活動、地域間交流が活発に行われ、町民によ
る自主的なまちづくりが推進されています。

安全で暮らしやすい環境があるまちづくり
政策

4
施策

4-4

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

地域活動・町民活動の推進

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

自治会活動が活発に行われていると思
う町民の割合 成果 47.2％

（H31）
57.0％
（Ｒ7）

町民アンケートで、自治会活動が活発に
行われていると「思う」「どちらかとい
えばそう思う」と回答した町民の割合で
す。

ボランティア・ＮＰO活動に参加して
いる町民の割合 成果 5.7％

（H31）
8.0％
（Ｒ7）

町民アンケートで、ボランティア・ＮＰ
Ｏ活動に「現在、参加・活動または所属
している」と回答した町民の割合です。

政
策
３

70

65

60

55

50

63.863.8

61.261.2

58.858.8 58.358.3 58.358.3

平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 （年度）

(％)

現在、参加・活動または
所属している
5.7％

現在、参加・活動または
所属している
5.7％

以前、参加・活動または
所属していた
5.3％

以前、参加・活動または
所属していた
5.3％

機会があれば
参加・活動
してみたい
39.2％

機会があれば
参加・活動
してみたい
39.2％

参加・活動
する気はない
43.1％

参加・活動
する気はない
43.1％

無回答 6.6％無回答 6.6％

※小数点端数表示の関係で、足し上げても合計が100％になりません。

自治会加入率

出典：防災・地域振興課

ボランティア・NPO活動に参加している
町民の割合

出典：平成31年度苅田町まちづくり町民アンケート
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序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

用語解説

包括連携協定 大学と町が相互の連携協力により協働のまちづくりを推進すると共に、大学における教育研究と地域社会の発展に寄与することを目的
とした協定です。

社会貢献活動協定 町民、自治組織、ボランティア団体及び事業者が、美化活動等営利目的ではなく、自主的な公益的な活動を行うことについて、苅田町
社会貢献活動の推進に関する条例に基づき、町と締結する協定です。

多文化共生社会 「国籍や民族の異なる人々が、互いの違いを認め合い、対等な関係を築こうとしながら生きていくことができる社会」をいいます。

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

03 産学官連携の推進
産学官がそれぞれの特性、技術を
活かして連携しています。

産・学・官が協働で行うまちづくりに関
する事業数

2事業
（Ｈ31）

3事業
（Ｒ7） 強 靱 化

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

04 国際化・多文化共生の基盤づくり
他国の文化を理解する町民が増え、
多言語での行政サービスや安全・
安心情報が提供されています。

多文化共生社会に取り組んでいる事業数 4事業
（Ｈ31）

8事業
（Ｒ7）

地方創生

強 靱 化

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 自治会活動の活性化
自治会に加入する町民が増え、様
々な自治会活動が行われています。

自治会加入率 58.3％
（Ｈ31）

63.8％
（R7） 地方創生

強 靱 化
自治会活動に参加している町民の割合 44.2％

（H31）
55.0％
（Ｒ7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 町民活動の活性化
ＮＰＯ・ボランティア団体等の活
動に参加する町民や町内で活動す
る団体が増えています。

町民活動団体・ボランティア活動団体数 58団体
（Ｈ31）

72団体
（R7）

地方創生
ボランティア・ＮＰO活動に参加意欲が
ある町民の割合

44.9％
（Ｈ31）

55.0％
（Ｒ7）
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	近年、国内において大規模な自然災害が多く発生しており、
町民の防災意識の高揚や地域防災力の更なる強化のため、
防災訓練等の実施に取り組んでいきます。

●	防災情報マップを令和２年３月に改訂し、町民及び企業へ
の配布に取り組んでいます。更に同年４月から新たにＬＩ
ＮＥでの情報発信を追加しました。今後もより多くの町民
にわかりやすい防災・災害情報発信に取り組んでいきます。

●	災害発生時には、避難に支援が必要な方々が多くいるため、
平常時から名簿の管理や避難時の支援体制の構築、近隣地
方公共団体及び町内事業所との応援協力体制の更なる確立
が求められています。

●	国土強靱化地域計画に基づき、浸水・津波対策をはじめと
した、大規模自然災害等に備えるための総合的な取組みを
推進します。

災害への対応力が高まり、災害時の被害が最小限にくい止められています。

安全で暮らしやすい環境があるまちづくり
政策

4
施策

4-5

保存飲料水

保存食品

ラジオ

懐中電灯

救急セット

家具や冷蔵庫などの転倒防止策

避難所の確認及び避難ルートの確認

避難所以外の避難先を決めている

緊急時の連絡先を家族で決めている

その他

無回答

0 20 40 60 80 100(%)

50.750.7

37.337.3

41.041.0

81.581.5

23.923.9

8.28.2

21.221.2

11.211.2

13.613.6

1.91.9

6.96.9

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

防災・減災対策の推進

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

自然災害による被災世帯・事業所数
（前期計画期間累計） 成果 0件

（H31）
0件
（R7）

台風、大雨などの自然災害で家屋被害な
どが生じた件数です。

政
策
３

部門別計画
苅田町地域防災計画（平成 10年度～）
第１期苅田町国土強靱化地域計画（令和２～７年度）

家庭で行っている災害時の備え

出典：平成31年度 苅田町まちづくり町民アンケート
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序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

用語解説

国土強靱化地域計画 大規模自然災害等に備えるため、事前防災・減災と迅速な復旧復興に資する施策を総合的かつ計画的に推進するための計画です。

災害時個別支援計画 災害弱者といわれる、一人暮らしの高齢者、要介護者、障がいのある人等の災害時等の避難場所や避難支援者などを作成する個別計画
です。

基準未達項目 福岡県地震に関する防災アセスメント調査報告書及び福岡県備蓄基本計画により、整備が必要となっている２項目、「物資の備蓄」と
「避難所の確保」を基準としています。そのうち「物資の備蓄」が基準まで達していません。

行政財産 地方公共団体において公用若しくは公共用に供し、又は供するものです。（例：役場庁舎など）

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

04 災害時支援力・対応力の向上
災害発生時に迅速な避難や避難者
支援及び復旧作業ができる体制や
対策が整っています。

災害時の支援事業者数
（協定締結数）

50件
（Ｈ31）

58件
（Ｒ7）

地方創生

強 靱 化

災害時の支援体制の基準未達項目数 1項目
（R2）

0項目
（Ｒ7）

自主参集しなければならない災害規模を
正しく理解している職員の割合

53.6％
（Ｈ31）

100％
（Ｒ7）

防災訓練に参加した職員の割合 23.4％
（Ｈ31）

100％
（Ｒ7）

行政財産の耐震化率 48.0％
（R2）

56.8％
（Ｒ7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

06 津波対策の推進
津波発生時に町民が速やかに避難
所に避難し、被害が最小限にくい
止められています。

防災情報マップで津波・内水・洪水・高
潮災害エリアを認知している町民の割合
（自宅）

21.4％
（Ｈ31）

50.0％
（Ｒ7）

地方創生

強 靱 化
防災情報マップで津波・内水・洪水・高
潮災害エリアを認知している町民の割合
（職場）

8.6％
（Ｈ31）

25.0％
（Ｒ7）

津波時の避難協定数 4件
（Ｈ31）

9件
（Ｒ7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 防災意識の高揚
災害発生時の避難行動が迅速化さ
れ、被害発生が最小限にくい止め
られています。

家庭で行っている災害時の備えの項目数
（９項目中）

2.9項目
（Ｈ31）

4.5項目
（R7）

地方創生

強 靱 化

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

05 浸水対策の推進
浸水対策が行われ、被害を軽減で
きています。

床下浸水件数
（前期計画期間累計）

16件
（Ｈ30）

0件
（R7）

地方創生

強 靱 化

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

03 防災・災害情報の提供
各種媒体・方法で町民が様々な情
報を得て、災害時等に適切な判断
をし、被害が最小限にくい止めら
れています。

災害情報取得のために登録・活用してい
る平均手段数
（５手段中）

1.2手段
（Ｈ31）

3.0手段
（R7）

地方創生

強 靱 化

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 地域防災力の向上
地域において、災害発生時におけ
る協力体制が整っています。

自治会の自主防災組織の設置率 70.8％
（Ｈ31）

100％
（Ｒ7）

地方創生

強 靱 化
防災訓練に参加した町民の割合 19.3％

（Ｈ31）
30.0％
（Ｒ7）

災害時個別支援計画が策定されている要
援護者の割合

16.1％
（Ｈ31）

20.0％
（Ｒ7）
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	住宅火災から生命・財産を守るため、火災予防の啓発を図
るとともに、住宅用火災警報器の設置・維持管理と消火器
の設置を推進します。

●	地域防災力の中核となる消防団員の確保及び育成に取り組
むことで、地域で発生する火災や風水害に対して迅速かつ
的確に対応可能な体制を維持します。

●	救命率向上のため、ＡＥＤの取り扱い及び心肺蘇生法の技
術の習得を図り、救急現場で救急隊が到着するまでの間に、
町民による救命活動が実施できる体制を作ります。

●	町民から求められる消防活動に応えるため、施設・設備を
適切に更新するとともに、資機材等についても点検・維持
管理を行います。

防火及び救命への対応力が高まり、被害が最小限にくい止められ、安全に暮らすこと
ができています。

安全で暮らしやすい環境があるまちづくり
政策

4
施策

4-6

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

消防・救急・救助対策の推進

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

人口１万人当たりの火災件数 成果 2.3件
（Ｈ27～Ｈ31の平均）

2.3件
（Ｒ7）
（※１）

火災件数を人口１万人当たりの件数に換
算したもので、火災件数を比較する場合
に用いる指標です。

心肺機能停止患者の生存率 成果 12.9％
（Ｈ27～Ｈ31の平均）

12.9％
（Ｒ7）
（※２）

救急隊が搬送した心臓及び呼吸が停止し
ていた患者のうち、１ヵ月後に生存して
いた人の割合です。

政
策
３

平成27 平成28 平成29 平成30 令和元
0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

2.22.2
2.12.1

1.31.3

3.03.0 3.03.0

（年）

（件）

25

20

15

10

5

0
平成27 平成28 平成29 平成30 令和元

13.013.0

20.820.8

9.49.4

18.218.2

3.13.1

（年）

(％)

※1　下がると良い指標ですが、基準値が高水準であるため、基準値の現状維持としています。
※2　上がると良い指標ですが、基準値が高水準であるため、基準値の現状維持としています。

人口 1万人当たりの火災件数

出典：苅田町消防年報

心肺機能停止患者の生存率

出典：消防庁救急年報報告
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序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

用語解説

ＡＥＤ（自動体外式除細動器） 心臓がけいれんし血液を流すポンプ機能を失った状態（心室細動）になった心臓に対して、電気ショックを与え、正常なリズムに戻す
ための医療機器です。

資機材 消防・救急・救助活動を行うときに使用する装備機材のことです。

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 防火意識の高揚と予防対策
の推進
火災予防や初期消火の意識啓発に
よって、火災被害が最小限にくい
止められています。

消火器と住宅用火災警報器の両方を持っ
ている町民の割合

12.7％
（Ｈ31）

15.0％
（R7）

強 靱 化
危険物施設の火災発生件数及び流出事故
発生件数

2件
（H31）

0件
（Ｒ7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 消防団活動の充実
非常備消防体制が充実・強化され、
災害による被害が最小限にくい止
められています。

消防団員の充足率 92.8％
（Ｈ27～Ｈ31の平均）

92.8％
（R7）
（※３） 地方創生

強 靱 化
消防団員が訓練等を実施した回数 101回

（Ｈ31）

101回
（R7）
（※３）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

03 救急救命体制の整備
高度な救命処置と適正な救急車利
用により救命率が向上しています。

町民による心肺停止患者への蘇生法の実
施率

63.6％
（Ｈ31）

65.0％
（R7）

強 靱 化

軽症での救急車利用率 50.1％
（Ｈ27～Ｈ31の平均）

48.8％
（Ｒ7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

04 資機材等の適正な維持管理
資機材等が充実し、常に使用でき
るように維持管理されています。

機能維持のために防火水槽・消火栓を修
繕した件数

14箇所
（Ｈ31） －

強 靱 化
資機材のトラブルにより、消防・救急・
救助活動に支障が出た件数
（前期計画期間累計）

0件
（Ｈ31）

0件
（Ｒ7）

※３　上がると良い指標ですが、基準値が高水準であるため、基準値の現状維持としています。
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	住宅地開発や企業誘致等による土地利用の促進や町内外の
移動を円滑にするため、幹線道路の整備を推進していきま
す。

●	日常生活に密着する生活道路の安全性・利便性向上のため、
優先順位を検討して効率的な整備促進を図ります。

●	橋梁や舗装などの道路施設の老朽化対策を推進する必要が
あるため、個別施設計画に基づき、施設の長寿命化と安全
性の確保を図ります。

道路・橋梁の適正な整備と維持管理によって、安全に移動できる環境が整っています。

快適な都市機能があるまちづくり
政策

5
施策

5-1
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0
平成27 平成28 平成29 平成30 平成31

幹線道路 生活道路

73.173.1
70.270.2

75.275.2
72.572.5

72.272.2
70.370.3

72.472.4
70.370.3

75.375.3
72.572.5

（年度）
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政
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編

道路・橋梁の整備と保全

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

幹線道路に不満がない町民の割合 成果 75.3％
（H31）

78.0％
（Ｒ7）

町民アンケートで、幹線道路の整備状況
に「満足」「どちらかといえば満足」
「ふつう」と回答した町民の割合です。

生活道路に不満がない町民の割合 成果 72.5％
（H31）

72.5％
（Ｒ7）
（※）

町民アンケートで、生活道路の整備状況
に「満足」「どちらかといえば満足」
「ふつう」と回答した町民の割合です。

政
策
３

部門別計画

苅田町都市計画マスタープラン 2020（令和２～ 21年度）
苅田町橋梁個別施設計画（平成 31～令和 10年度）
苅田町横断歩道橋個別施設計画（平成 31～令和 10年度）
苅田町大型カルバート個別施設計画（平成 31～令和 10年度）
苅田町舗装個別施設計画（令和３～ 12年度）

※　上がると良い指標ですが、基準値が高水準であるため、基準値の現状維持としています。

幹線道路・生活道路に不満がない
町民の割合

出典：苅田町まちづくり町民アンケート
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序　

論

基
本
構
想

前
期
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計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

用語解説

幹線道路 地域内または都市内において骨格的な道路網を形成する道路です。

生活道路 幹線道路と住宅地を結ぶ道路です。

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 道路の整備促進
幹線道路の整備により都市間ネッ
トワークが構築され、渋滞の緩和
や町内外への移動が円滑になって
います。

幹線道路整備延長
（前期計画期間累計）

0㎞
（H31）

1.1㎞
（Ｒ7）

地方創生

強 靱 化

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 道路・橋梁の適切な維持管理
生活道路・橋梁の適切な維持管理
により利用者の安全性、利便性が
向上しています。

橋梁の健全度Ⅲ及びⅣ(危険）の件数 4件
（H31）

0件
（Ｒ7）

地方創生

強 靱 化
生活道路補修・改良延長
（前期計画期間累計）

２㎞
（H31）

3㎞
（Ｒ7）
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	企業立地に対応する職住近接型の良好な住宅地確保が求め
られていることから、引き続き与原土地区画整理事業北側
施行区域の事業推進を図ります。

●	市街化区域内の未利用地の宅地化や郊外の集落におけるコ
ミュニティの維持などが求められており、地域の特性を踏
まえた適切な土地利用を推進していきます。

●	小波瀬西工大前駅周辺の交通環境、駅や駅周辺施設の利用
環境の向上のため、関係機関との協議を継続し、整備を推
進していきます。

●	高齢化などが今後も進むことから、コミュニティバスの利
便性向上に取り組むとともに、交通環境の整備を推進して
いきます。

●	自然や歴史資源、産業関連施設など、苅田町らしい魅力あ
る景観の保全・形成に向けた取組みを推進していきます。

●	安全で利用しやすい公園とするため、施設の適切な整備や
更新、継続的な維持管理を行っていきます。

●	近年、各地で大規模な自然災害が頻発していることから、
安全な土地利用や災害対策、住宅の耐震化や空き家対策等
を推進し、災害に強い都市の形成を図ります。

暮らしに必要な都市機能が集約され、公共交通網を基軸として、安全性、快適性に優
れた住環境が形成されています。

快適な都市機能があるまちづくり
政策

5
施策

5-2

住宅、商業、工業、農業等の
計画的な土地利用

駅及び駅周辺の利便性

公共交通の利便性

景観や町並みの状況

公園・緑地の満足度

100 (%)500

70.370.3

51.751.7

67.667.6

76.276.2

71.671.6

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

持続可能な市街地の形成

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

住環境に不満がない町民の割合 成果 67.5％
（Ｈ31）

68.0％
（Ｒ7）

町民アンケートで、住環境に関する各分
野（土地利用、駅及び駅周辺、公共交通、
景観・町並み、公園・緑地）の状況に
「満足」「どちらかといえば満足」「ふつう」
と回答した町民の割合の平均値です。

市街化区域内人口割合 成果 91.6％
（Ｈ31）

92.0％
（Ｒ7）

町の総人口のうち、市街化区域内に住ん
でいる人の割合です。

政
策
３

部門別計画
苅田町都市計画マスタープラン 2020（令和２～ 21年度）
苅田町公園施設長寿命化計画（平成 27～令和６年度）
京築広域景観計画（平成 24年度～）

　

住環境に関する各分野に不満がない
町民の割合

出典：平成31年度 苅田町まちづくり町民アンケート
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序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

用語解説
市街化区域 都市計画区域内のうち、すでに市街地を形成している区域と、おおむね10年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域のことです。

仮換地使用収益開始率 土地を利用しやすくなるように再配置する土地区画整理事業において、これまでの宅地に代わって指定される土地（仮換地）の全面積
に対する土地利用（使用収益）ができるようになった土地の面積の割合のことです。

公園遊具施設の機能に関
する総合判定結果

遊具の健全度について調査を行い、施設ごとの劣化や損傷の状況、安全性などを確認し、補修もしくは更新の必要性について総合的な
判定を行った結果です。

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 地域の特性を踏まえた適切
な土地利用の推進
各地域の特性を踏まえた土地の有
効活用が行われています。

与原土地区画整理事業での仮換地使用収
益開始率

47.3％
（Ｈ31）

78.6％
（Ｒ7）

地方創生

市街化区域の開発面積
（前期計画期間累計）

9.73ha
（Ｈ31）

24.09ha
（Ｒ7）

市街化区域の新規住宅建築件数
（前期計画期間累計）

177件
（Ｈ31）

979件
（Ｒ7）

市街化区域外の新規住宅建築件数
（前期計画期間累計）

14件
（H31）

41件
（Ｒ7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 駅周辺の整備
駅や駅周辺が整備され、安全で快
適に利用できています。

駅や駅周辺に不満がない町民の割合 51.7％
（Ｈ31）

51.7％
（Ｒ7）
（※１）

地方創生

強 靱 化

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

04 魅力ある景観の保全・創出
自然や歴史、文化を伝える景観資
源が保全・活用され、魅力ある景
観になっています。

景観や町並みに不満がない町民の割合 76.2％
（Ｈ31）

77.0％
（Ｒ7） 地方創生

※１　上がると良い指標ですが、小波瀬西工大前駅周辺の整備に伴う一時的な悪化が予想されるため、基準値の現状
維持としています。

※２　上がると良い指標ですが、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮して、基準値の現状維持としています。
※３　上がると良い指標ですが、基準値が高水準であるため、基準値の現状維持としています。

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

03 公共交通の利便性向上
公共交通の利便性が高まり、町内
外への移動が円滑になっています。

コミュニティバスの利用者数 78,569人
（H31）

78,569人
（Ｒ7）
（※２）

地方創生

公共交通に不満がない町民の割合 67.6％
（H31）

67.6%
（Ｒ7）
（※３）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

05 公園・緑地の整備と管理
快適で潤いのある空間が形成され
ています。

公園・緑地に不満がない町民の割合 71.6％
（Ｈ31）

73.0％
（Ｒ7） 地方創生

強 靱 化公園遊具施設の機能に関する総合判定結
果が健全である割合

96.5％
（Ｒ2）

100％
（Ｒ7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

06 災害に強い土地・家屋の利
用推進
安全性の高い土地利用がされてい
ます。

土砂災害や安全な土地利用に関する整備
箇所数
（前期計画期間累計）

0箇所
（H31）

5箇所
（Ｒ7） 地方創生

強 靱 化老朽危険家屋の除却件数
（前期計画期間累計）

－
（新規取組み）

25件
（Ｒ7）



86

◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	水道事業を取り巻く環境は、今後の人口減少や節水機器の
普及などによる料金収入の減少や、老朽化した管路や施設
の更新費用が増大することによる財政状況の悪化が見込ま
れます。また、災害への対応や技術者不足、安定した水源
の確保などが水道事業を取り巻く課題となっています。こ
れらの課題に対応するため、経営の効率化や広域連携の推
進、管路や施設の効率的な維持管理に取り組みます。

●	本町の汚水処理の方法は、公共下水道、農業集落排水、合
併処理浄化槽の３つがあります。平成 31 年度末の汚水
処理人口普及率は 91.9％となっており、公共下水道分は
51.6％、農業集落排水分は 3.2％、合併処理浄化槽分は
37.1％となっています。

●	公共下水道事業認可区域については、さらなる公共下水道
の整備を進めていきます。また、公共下水道事業認可区
域外については合併処理浄化槽の設置を促進し、公共用水
域の水質汚濁の防止や生活環境の保全に取り組んでいきま
す。

公共水域の水質が保全され、水資源が有効活用されています。

快適な都市機能があるまちづくり
政策

5
施策

5-3

公共下水道 農業集落排水 合併処理浄化槽

100

80

60

40

20

0

(％)

平成 27 平成28 平成29 平成30 平成31（年）

46.046.0

1.91.9

40.940.9

47.147.1

3.43.4

39.939.9

48.048.0

3.33.3

39.339.3

49.649.6

3.33.3

37.837.8

51.651.6

3.23.2

37.137.1

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

水道水の安定供給と汚水処理の推進

指標名 区分 基準値 目標値 説　明
水道水供給事故件数
（100世帯以上に影響したもの）
（前期計画期間累計）

成果 0件
（Ｒ2）

0件
（Ｒ7）

浄水場の不具合や漏水等により、100世
帯以上に水道水が供給できなかった件数
です。

汚水処理人口普及率 成果 91.9％
（Ｈ31）

95.0％
（Ｒ7）

汚水処理施設の普及状況を表す指標です。
総人口のうち、公共下水道・農業集落排
水・合併処理浄化槽を利用している人の
割合です。

政
策
３

部門別計画
苅田町水道事業ビジョン（令和３～ 12年度）
苅田町水道事業経営戦略（令和３～ 12年度）
苅田町公共下水道事業全体計画（平成６年度～）

　

汚水処理人口普及率

出典：汚水処理人口調査
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序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

◆ 基本事業の構成

用語解説

公共下水道事業認可区域 公共下水道が供用開始されている区域および年次ごとの整備計画のある区域です。

水洗化率 実際に公共下水道や農業集落排水に接続している人口の割合です。

経常収支比率 料金収入や一般会計繰入金等の収益で維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標です。

有収率（上水道） 浄水場から供給された配水量のうち、料金徴収の対象となる使用水量の割合です。

有収率（下水道） 処理された汚水量のうち、使用料徴収の対象となる有収水量の割合です。

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 安全で災害に強い水道の供給
安全な水道水を安定的に利用でき
ています。

管路更新率 0.33％
（Ｈ31）

0.83％
（Ｒ7）

地方創生

強 靱 化
耐震管率 1.5％

（Ｈ31）
6.0％
（Ｒ7）

浄水施設の機能不全件数
（前期計画期間累計）

0件
（Ｒ2）

0件
（Ｒ7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 下水道の整備と管理
快適な生活環境が形成され、公共
水域の水質が保全されています。

公共下水道水洗化率 74.7％
（Ｈ31）

77.0％
（Ｒ7）

地方創生

強 靱 化
農業集落排水水洗化率 55.3％

（Ｈ31）
62.3％
（Ｒ7）

公共下水道整備率 35.6％
（Ｈ31）

40.0％
（Ｒ7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

04 健全な上下水道経営の推進
上下水道の経営が健全に行われる
ことで、持続可能な上下水道事業
が実施されています。

上水道の経常収支比率 114.6％
（Ｈ31）

114.6％
（Ｒ7）
（※）

有収率
（上水道）

93.5％
（Ｈ31）

93.5％
（Ｒ7）
（※）

下水道の経常収支比率
（連結）

112％
（Ｈ31）

115％
（Ｒ7）

有収率
（公共下水道）

96.4％
（Ｈ31）

97.0％
（Ｒ7）

有収率
（農業集落排水）

99.4％
（Ｈ31）

99.4％
（Ｒ7）
（※）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

03 合併処理浄化槽による汚水
処理の推進
快適な生活環境が形成され、公共
水域の水質が保全されています。

合併処理浄化槽処理人口率 82.0％
（Ｈ31）

90.0％
（Ｒ7）

地方創生

強 靱 化

※　上がると良い指標ですが、基準値が高水準であるため、基準値の現状維持としています。
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	少子高齢化や人口減少社会の進展などの社会経済環境の変
化や、多様化・高度化する町民ニーズなどに的確に対応す
るため、限られた経営資源を最大限に活かし、効果的かつ
効率的な行政運営を一層推進します。また、業務の自動化・
省力化を目指し、デジタル化できる部分は積極的にデジタ
ル化の実施を検討します。

●	情報発信は、広報紙、ホームページ及びＳＮSが主となっ
ています。災害時の緊急情報などはインターネットでの発
信が効果的ですが、インターネットが使えない方もいるた
め、他の情報発信手段を検討します。きめ細かでわかりや
すい情報を発信するために「全職員が情報発信者」という
意識を持ち、各課からも発信できる仕組みづくりを検討し
ます。

●	パブリックコメントやワークショップなどを活用し、町民
と町との意見交換ができる機会を設けます。また、ホーム
ページの問い合わせフォームや各課の窓口において、引き
続き町民から直接意見を聞く機会を確保していきます。

●	現在、周辺市町村と京築連帯アメニティ都市圏推進会議や
連携中枢都市圏を形成して、広域行政を実施しています。
今後も、効率的で利便性のある行政サービス提供につなが
る取組みについては、連携の実施を検討します。

●	本町は北九州市や行橋市から働きにくる人が多い一方、北
九州市や行橋市への転出が多い状況です。また、新型コロ
ナウイルス感染症の影響もあり、地方移住が注目されてい
ます。このため、空き家等の情報収集・発信に取り組み、
定住に繋げていきます。

効果的・効率的に行政運営が行われ、行政サービスが向上しています。

持続可能なまちづくり
政策

6
施策

6-1

序　

論

基
本
構
想

前
期
基
本
計
画

政
策
４

政
策
１

政
策
５

政
策
２

政
策
６

資
料
編

持続可能な行政運営の推進

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

施策成果指標の目標達成割合 成果 － 100％
（Ｒ7）

町の行政運営の状況を把握する指標です。
総合計画の「施策」に設定した成果指標
の目標値に対する達成状況です。

施策成果指標の向上割合
（対基準値） 成果 － 100％

（Ｒ7）

町の行政運営の状況を把握する指標です。
総合計画の「施策」に設定した成果指標
の基準値に対する改善状況です。

部門別計画 第２期苅田町まち・ひと・しごと創生総合戦略（令和２～６年度）

政
策
３

高
16施策
高

16施策

中
3施策
中
3施策

低
15施策
低

15施策

未取得
9施策
未取得
9施策

（高）：達成度が 70％以上
（中）：達成度が 30％以上、70％未満
（低）：達成度が 30％未満
（未取得）：現状値が未取得のため達成度の判定ができないもの

（高）：達成度が 70％以上
（中）：達成度が 30％以上、70％未満
（低）：達成度が 30％未満
（未取得）：現状値が未取得のため達成度の判定ができないもの

100

80

60

40

42.9
38.1

47.6

57.1 54.8

20

0
平成27 平成28 平成29 平成30 平成31 （年）

(％)

第 4次総合計画の施策成果指標の
目標達成状況

出典：企画政策課

第４次総合計画の施策成果指標の向上割合
（対基準値）

出典：企画政策課
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政
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政
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政
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２

政
策
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編

◆ 基本事業の構成

用語解説

ＩＴ化 「Information Technology（情報技術）」の略称であり、コンピューター・インターネットなどを使う、情報処理や通信に関する技
術を用いることの総称です。

デジタル化 アナログデータをデジタルデータに変換することです。

京築連帯アメニティ都市
圏推進会議

京築地域の個性をつなぎ、より魅力的な地域としていくために、京築地域の２市５町と県が一体となって、快適でゆとりある暮らしと
強固な経済基盤を兼ね備えた個性的な都市づくりに取り組んでいる組織です。

連携中枢都市圏
地域を活性化し、経済を持続可能なものとし、住民が安心して快適な暮らしを営み続けるための拠点づくりを進めるものです。本町で
は、中心都市の北九州市とその近隣の本町を含めた16市町（直方市、行橋市、豊前市、中間市、宮若市、芦屋町、水巻町、岡垣町、遠
賀町、小竹町、鞍手町、香春町、苅田町、みやこ町、上毛町、築上町）と連携中枢都市圏「北九州都市圏域」を形成しています（令和
２年度時点）。

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 成果志向の行政運営
町民ニーズを反映し、効果的・効
率的に施策や事業が行われてい
ます。

基本事業成果指標の目標達成割合 － 100％
（Ｒ7）

地方創生基本事業成果指標の向上割合
（対基準値） － 100％

（Ｒ7）

ＰＤＣＡや成果を意識して業務にあたっ
ている組織だと思う職員の割合

36.1％
（Ｈ31）

70.0％
（Ｒ7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 広報・広聴の推進
町民へ適切でわかりやすい情報提供
が行われるとともに、町への意見提
出の機会が確保されています。

町からの広報・情報提供に不満がない町
民の割合

88.2％
（Ｈ31）

90.0％
（Ｒ7） 地方創生

強 靱 化意見を行政に伝える機会に不満がない町
民の割合

84.8％
（Ｈ31）

90.0％
（Ｒ7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

04 個人情報保護と公開
個人情報が適切に管理され、保護
と説明責任が果たされています。

個人情報漏洩件数
（前期計画期間累計）

0件
（Ｈ31）

0件
（Ｒ7）

情報公開請求における不服申立による変
更件数
（前期計画期間累計）

0件
（Ｈ31）

0件
（Ｒ7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

03 デジタル行政の推進と情報
システムの適正管理
行政事務・行政サービスが効率的
になり、それを支える各情報シス
テムが問題なく稼働されています。

主要情報システムの予期せぬ停止時間
（前期計画期間累計）

0時間
（Ｈ31）

0時間
（Ｒ7）

地方創生

強 靱 化ＩＴ化・デジタル化を行った行政事務・
行政サービス数
（前期計画期間累計）

16件
（Ｈ31）

50件
（Ｒ7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

05 広域行政の推進
周辺地方公共団体との連携により、
効率的で利便性のある行政サービ
スが提供されています。

広域連携事業数 10事業
（Ｈ31）

10事業
（Ｒ7）
（※）

地方創生

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

06 確実な事務執行と窓口処理
公平・公正で確実な事務処理と窓
口対応により、町民生活に支障が
ない状態を維持できています。

町が行う事務手続きや窓口業務が適正か
つ円滑に執行されていると思う町民の割
合

79.1％
（Ｈ31）

85.0％
（Ｒ7） 地方創生

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

07 定住の推進
本町の魅力が理解され、定住意欲
が増加しています。

これからも苅田町に住み続けたいと思う
町民の割合

86.1％
（Ｈ31）

90.0％
（Ｒ7） 地方創生

※　上がると良い指標ですが、十分な検討と他機関との調整が必要であるため、基準値の現状維持としています。
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	今後、町税収入において大きな伸びが期待できない中、少
子高齢化に伴う社会保障費の増加に加え、公共施設の老朽
化対策等の新たな行政課題への対応のための費用が必要と
なっています。将来多大な財政負担が発生しないよう、中
長期的な財政見通しを立てて、計画的に財政運営をしてい
くことが必要です。

●	苅田町公共施設等総合管理計画及び各施設の個別施設計画
に基づき、公共施設等の適正配置、計画的な改修・改築や
維持管理等に取り組みます。

●	業務の多様化により、支払いも多岐に亘り、件数も増加し
ています。厳正かつ迅速な出納事務を行い、適正な会計処
理に努めます。

計画的な財政運営が行われ、健全な財政状況を維持しています。

持続可能なまちづくり
政策

6
施策

6-2
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政
策
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料
編

健全な財政運営の推進

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

実質赤字比率 成果 －
（Ｈ31）

－
（Ｒ7）

一般会計等に生じている赤字の大きさを財
政規模に対する割合で表したものです。こ
の比率が高まるほど、赤字額が大きく、一
般会計等の財政運営が深刻であることを意
味します。

連結赤字比率 成果 －
（Ｈ31）

－
（Ｒ7）

水道事業や下水道事業等の公営企業を含
む全会計に生じている赤字の大きさを財
政規模に対する割合で表したものです。こ
の比率が高まるほど、赤字額が大きく、町
全体の財政運営が深刻であることを意味
します。

実質公債費比率 成果 10.2％
（Ｈ31）

9.0％
（Ｒ7）

借入金等の返済額の大きさを財政規模に
対する割合で表したものです。この比率
が高まるほど、借金の返済に一般財源が
圧迫され、財政の弾力性が低下すること
を意味します。

将来負担比率 成果 43.3％
（Ｈ31）

30.0％
（Ｒ7）

借入金等の抱えている負債の大きさを財政
規模に対する割合で表したものです。この
比率が高まるほど、将来に見込まれる負
担が大きいということを意味します。

部門別計画 苅田町公共施設等総合管理計画（平成 29～令和８年度）
苅田町公共施設個別施設計画（令和３～ 32年度）

政
策
３

実質公債費比率及び
将来負担比率

出典：財政健全化判断比率
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◆ 基本事業の構成

用語解説

経常収支比率
地方公共団体の財政構造の弾力性を表しており、人件費や社会保障関係費、借入金の返済額などの毎年かかる固定的な経費に、地方税、
地方交付税、地方譲与税などの毎年収入される財源がどの程度充当されているかを比率で示しています。この比率が高いほど、財源に
余裕がない状態が進んでいることを表します。

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 歳入の確保
歳入を安定的に確保できています。

町税の徴収率
（国民健康保険税を除く）

97.19％
（Ｈ31）

98.00％
（Ｒ7）

地方創生

基金残高 6,352百万円
（Ｈ31）

6,400百万円
（Ｒ7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 歳出の適正管理
将来に過度な負担が残らないよう
に、限られた財源で歳出をまかな
っています。

経常収支比率 84.1％
（Ｈ31）

84.0％
（Ｒ7）

地方創生

地方債残高 9,759百万円
（Ｈ31）

8,500百万円
（Ｒ7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

03 公共施設マネジメントの推進
公共施設のトータルコストが削減
し、費用が平準化しています。

個別施設計画に基づく工事(設計)着手件数
（前期計画期間累計）

0件
（Ｒ2）

17件
（Ｒ7）

地方創生

強 靱 化

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

04 適正な会計処理
適正な公金の支払いが行われてい
ます。

振込誤りによる再振込件数 160件
（Ｒ2見込）

120件
（Ｒ7）
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◆ 施策の目指す姿

◆ 施策の成果指標

◆ 施策の基本方針（課題と方向性）

●	地方分権の一層の進展により、地域における総合的な行政
主体として多様化・高度化する町民ニーズに対応し、町民
に身近な行政サービスを提供するという地方公共団体の役
割はますます増してきています。

●	平成 28 年に地方公務員法が改正され、人事評価制度を導
入しました。今後は研修、ＯＪＴに加え、人事評価を活用
した人材育成により職員の能力開発、組織の活性化を図り、
行政サービスの向上につなげます。

●	平成 31 年４月から働き方改革関連法が順次施行されてい
ます。職員自らが協力し合い、働き方を効率化できる組織
づくりやデジタル行政を推進し、職員のモチベーションの
向上や健康の維持を図ることで、行政サービスの向上につ
なげます。

●	デジタル化等の大きく変化する社会情勢や多様化・高度化
する町民ニーズに的確に対応していくため、変化に柔軟に
対応できる職員の育成や簡素で効率的な組織体制の構築を
図ります。

職員の資質向上が図られるとともに、機能的な組織体制が構築され、行政サービスが
向上しています。

持続可能なまちづくり
政策

6
施策

6-3
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町民から信頼される職員と職場づくり

指標名 区分 基準値 目標値 説　明

組織・職員の抱える問題・行政課題に
関し、迅速かつ適切に対応できている
と思う職員の割合

成果 45.6％
（Ｈ31）

70.0％
（Ｒ7）

職員アンケートで、迅速かつ適切に対応
ができていると「思う」「どちらかと言
えばそう思う」と回答した職員の割合で
す。

部門別計画 苅田町人材育成基本方針（平成 14年度～）

政
策
３

職員数

出典：地方公共団体定員管理調査
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◆ 基本事業の構成

用語解説

人事評価制度
職員がその職務を遂行するにあたり、発揮した能力・挙げた業績を把握したうえで行われる勤務成績の評価を、人事管理の基礎とする
制度です。能力・実績に基づく人事管理を進めて行く上での基礎となる重要なツールであるとともに、人材育成の意義を有するもので
もあります。

ＯＪＴ On-the-Job Training（オン・ザ・ジョブ・トレーニング）の略称で、「職場内訓練」と訳されます。実際の職場で実務を通して、必
要な知識やスキルを学ぶ手法のことです。上司や先輩が現場で実務経験を通して部下を育成することを目的としています。

働き方改革関連法
「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」の略称で、働く人々がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択でき
る社会を実現する働き方改革を総合的に推進するため、長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現、雇用形態にかかわらない公正
な待遇の確保等のための措置を講じるため平成30年７月に公布されました。

SDGsとの
関連性

政
策
３

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

01 人材育成と組織体制の充実
能力が高まった職員が、機能的・
効率的な組織で業務を行っていま
す。

研修、ＯＪＴ、人事評価等が機能し、人材
が育成されている組織だと思う職員の割合

28.2％
（Ｈ31）

50.0％
（Ｒ7）

町の組織機構（課、担当の構成）は機能
的・効率的になっていると思う職員の割
合

28.2％
（Ｈ31）

50.0％
（Ｒ7）

基本事業名／目指す姿 指標名 基準値 目標値 他計画連携

02 健康で安心して働ける職場
づくり
職員の健康が維持され、安心して
職場で働くことができています。

年次有給休暇取得５日未満、超過勤務
（年360時間以上）または公務災害に該
当した職員数

31人
（Ｈ31）

15人
（Ｒ7） 強 靱 化
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１. 総合計画審議会 委員名簿

No. 団体名 役職等 氏名

1 会長 西日本工業大学 客員教授 皆川　重男

2 副会長 苅田町観光協会 会長 野中　眞治

3 委員 苅田町議会 副議長 沖永　義樹

4 委員 苅田町議会 議員 村上   智宣

5 委員 苅田町議会 議員 花見　文敏

6 委員 西日本工業大学 准教授 長　聡子

7 委員 福岡県立大学 教授 尾形　由起子

8 委員 北九州リハビリテーション学院 学院長 辻　和明

9 委員 福岡県京築保健福祉環境事務所 所長 川原　敦

10 委員 三菱マテリアル株式会社 九州工場長 小野　恭一

11 委員 有限会社　喜久屋 代表取締役 村田　徹

12 委員 苅田町区長連合会 会長 梅田　俊明

13 委員 苅田町漁業協同組合 代表理事組合長 金丸　幸道

14 委員 苅田町農業委員会 会長 尾形　均

15 委員 苅田町文化協会 副会長 照山　功

16 委員 苅田町青少年育成町民会議 理事 和田　誠

17 委員 苅田町体育協会 会長 石田　法文

18 委員 社会福祉法人苅田町社会福祉協議会 事務局長 古賀　靖教

19 委員 社会福祉法人苅田町社会福祉協議会 係長 林　まゆみ

20 委員 一般公募 國吉　正純

21 委員 一般公募 角﨑　明美
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２. 総合計画の諮問

   2 苅 企 政 第 5 2 6 号 
令和 2 年 8 月 26 日  

 
苅田町総合計画審議会 会長 様 

 
 

苅 田 町 長  遠 田   孝 一     

 
 
 

苅田町総合計画の策定について（諮問） 
 
 
 
 このことについて、苅田町総合計画審議会条例及び苅田町総合計画審議会規

則に基づき、第５次苅田町総合計画基本構想及び基本計画について、貴審議会

に諮問いたします。 
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３. 総合計画の答申

令和 3 年 2 月 5 日 
 
苅田町長 遠 田  孝 一 様 
 

苅田町総合計画審議会 
会 長  皆 川  重 男 

 
 
 

第 5 次苅田町総合計画基本構想案及び基本計画案について（答申） 
 
 
令和 2 年 8 月 26 日付け、2 苅企政第 526 号で諮問のあった、第 5 次苅田町総合計画基本

構想及び基本計画について、本審議会で慎重審議を重ねた結果、苅田町総合計画審議会規

則第 2 条により別紙のとおり答申します。 
 なお、基本構想及び基本計画の推進にあたっては次の事項に配慮しながら、構想の実現

に努めることを要望します。 
 
 

記 
 
 
１ 少子・高齢社会の進行や新しい生活様式、デジタル化など、社会・経済環境の大きな

変化の中で、町民や事業者、行政などがお互いの英知や力を結集し、構想の推進を図ら

れたい。 
 
 
２ 人口減少社会が到来し多くの地方自治体で人口が減少している中、苅田町では人口が

維持できている。引き続き、雇用の創出や定住化対策、少子化対策、住環境整備等の魅

力ある施策の充実を図り、人口の維持に努めてもらいたい。 
 
 
３ 計画の推進にあたっては、財政状況や社会情勢などに柔軟に対応しながら、設定した

指標の達成を目指し、効果的かつ効率的な事業の実施に努められたい。 
 
 
４ 計画の公表や周知に努めるとともに、成果指標を使って計画の進捗を確認・公表し、

その結果を事業の点検や見直しに活かされたい。 
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４. 総合計画策定経過

時　期 実施事項 内　容

平成
31年度

11～12月 第1回まちづくり町民アンケート調査 第4次総合計画に関する町民意識調査

12～3月 基礎調査
統計データ等推移
第1回まちづくり町民アンケート調査結果
第4次総合計画の進捗(目標達成度、進展度)

12～10月 人口推計調査 直近のデータに基づく推計

令和
2年度

4月17日 第5次苅田町総合計画策定方針決定

5月19日

～

8月3日
基本構想検討のための職員検討チーム会議

第1回　5月19日
第2回　5月26日
第3回　6月11日
第4回　7月3日
第5回　7月14日
第6回　7月27日
第7回　7月30日
発表会　8月3日

5月26日
・27日

第1回総合計画策定職員説明会 策定方法及びスケジュール、苅田町の現況、施策・
基本事業設定会議の進め方の説明

6月4日
・8日

施策・基本事業設定会議 現状と課題に応じた第5次総合計画の体系
(施策・基本事業)の設定

7月22日
8月3日

第2回総合計画策定職員説明会 新しい成果指標の設定、施策・基本事業成果指標
設定会議の進め方の説明

8月19日
～28日

施策・基本事業成果指標設定会議
(19、20、21、26、27、28日)

現状と課題に応じた第5次総合計画の成果指標の
設定

 8月26日 第1回総合計画審議会 策定方針と基礎調査(統計データ等の推移や第4次
総合計画の進捗など)の報告

10～11月 第2回まちづくり町民アンケート調査 成果指標の基準値把握

11月4日 第2回総合計画審議会 基本構想(素案)、施策体系一覧(比較差異)の審議

12月23日 第3回総合計画審議会(書面開催)
(1月13日締切） 第2回審議会での意見を踏まえて修正した基本構想

(素案)の審議（第3回のみ）
前期基本計画（素案）の審議12月28日 第4回総合計画審議会(書面開催)

(1月15日締切)

1月4日 パブリックコメント開始
(1月15日締切) 基本構想(素案)、前期基本計画（素案)の意見照会

1月22日 第5回総合計画審議会(書面開催)
(1月29日締切)

第3回審議会での意見を踏まえて修正した基本構想
(素案)の審議
第3回、第4回審議会での意見を踏まえて修正した
前期基本計画（素案）の審議

2月5日 第6回総合計画審議会 答申

2月12日 基本構想(案)・前期基本計画(案)の決定

2月18日 基本構想(案)・前期基本計画(案)の議会報告

3月24日 第5次苅田町総合計画　議会議決
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５. 政策と施策構成の変化

第 4 次苅田町総合計画後期基本計画の政策・施策体系 第５次苅田町総合計画前期基本計画の政策・施策体系

政策名称 施策名称

1 未来を拓く人づくり

学校教育の充実

生涯学習の充実と文化の振興

人権尊重・男女共同参画社会の 
形成

2 活力ある産業の 
まちづくり

農林水産業の振興

工業の振興

商業の振興

観光の振興

交通物流基盤の充実

3 安心して安全に 
暮らせるまちづくり

子ども・子育て支援の充実

高齢者福祉の充実

障がい者福祉の充実

地域福祉の充実

健康づくりの推進

地域安全活動の推進

防災、防火対策の推進

4 快適で潤いのある 
環境づくり

都市基盤の充実

生活環境の整備

自然環境の保全

循環型社会の形成

5 協働と自立の 
まちづくり

協働によるまちづくりの推進

効果的・効率的な行財政運営の 
推進

21 施策

政策名称 施策名称

1 未来を拓く人づくり

学校教育の充実

生涯学習の充実と文化の振興

人権尊重・男女共同参画社会の 
形成

2 活力ある産業の 
まちづくり

農林水産業の振興

工業の振興

商業・観光の振興

3
だれもが元気で 
健やかに暮らせる 
まちづくり

子ども・子育て支援の充実

高齢者福祉の充実

障がい福祉の充実

地域福祉の充実と 
セーフティネットの推進

健康づくりの推進

4

安全で 
暮らしやすい 
環境がある 
まちづくり

くらしの安全の確保

自然環境・生活環境の保全

循環型社会の形成

地域活動・町民活動の推進

防災・減災対策の推進

消防・救急・救助対策の推進

5
快適な 
都市機能がある 
まちづくり

道路・橋梁の整備と保全

持続可能な市街地の形成

水道水の安定供給と 
汚水処理の推進

6 持続可能な 
まちづくり

持続可能な行政運営の推進

健全な財政運営の推進

町民から信頼される職員と 
職場づくり

23 施策
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